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告

当財団では,米 国,西 独,仏 国3カ 国の情報処理利用

の実態を調査するため,第3次 海外情報処理実態調査団

を,昨 年10月18日 か ら11月16日 まで派遣した。以下,調

査の概要を報告する。

調査団は団長吉田剛(当 財団)団 員河野忠義(日 立),

佐瀬増生(労 働省),鈴 木直道(通 産省),久 保篤平(当

財団)の5氏 で構成。

一1

米 国 経済のリセッシ。ンは情報産業にどんな影響を与えて

いるか

米 国経済 の リセ ッシ ョンは,軍 需を主体 とした産業 に

大 きな影響 を与 え,こ れが米 国内の ソフ トウエア ・ハウ

ス,サ ー ビス ・ビュロウに も影響 を及 ぼしてい る。

1970年 の コン ピュータ業界 の売 上げは,120億 ドル に

達 し,前 年比20%の 伸 びを示 す こと,ま た,コ ン ビュー一

夕の出荷台数 も1970年 に約18,000台(34億 ドル)に 達 す

る見込 みで あ ったが,実 績は16,000台 と,こ の リセ ッシ

ョンは,コ ン ピュータの出荷伸長 を著 し く鈍化 させ,多

くの ソフ トウエア ・ハ ウス,サ ービス ・ビュロウが相 次

いで倒産または合併 した ことな どに見 られ るよ うな影響

を与 えてい る。 最 も以前か ら,規 模の小 さい ソフ トウエ

ア ・ハ ウスやサー ビス ・ビュロウが資金的 な行 きづ ま り

か ら消滅 しつつあ った ことは指摘 され ていたが,一 層 そ

の傾向が 目立 って きた といえる。

大型 コン ピュータの停滞 の理 由 として,リ セ ッシ ョン

に伴な う企業の設備投資の減少に あるとしてい るが,わ

れ われの訪問先,例 えば 自動車のCRYSLER社 に して

も,全 米に洗剤 な ど日用 品の販売 網を有すTHEPROC-

TER&GAMBLE社 に して も,大 企業が全社的に,そ

れ も世 界的規模 をもって経営 管理 シス テムを開発 し,大

型 コン ピュー タを導入 してい るのを見 ると,大 企業が経

営 の合理化 に コン ピュー タを活用 する方向が下降 してい

る とは思われな い。 むしろ,宇 宙 開発や国防予算の削減

の影響が,大 型 コン ピュータの大 きな需要者で ある宇 宙

や国防関係,産 業の設備投 資削減に及 び,こ れが大型 コ

ン ピュータの需要に影響 を与えてい る もの と見 られる。

米 国の大企 業が今後 も経営管 理に コン ピュータを積極

的に利 用 してい くであろ うが,莫 大 な国家投 資に支 え ら

れた過去 の大型 コン ピュータの需要 には比べ る ことは で

きないが,現 在 の リセ ッシ ョンの影響は一時的な停滞 で

あ って,今 後遠か らず恢復す ることが期待 され る。

宇宙開発産業,軍 需産業の事業の縮少は,ま た,ソ フ

トウエア ・ハ ウスやTSSサ ー ビスに とって も大 きな影

響 を与えた。 宇宙開発,軍 需産業は,多 くの仕事 を外部

の ソフ トウエ ア ・ハ ウスに委託 していたが,事 業の縮少

とともに外注 に出 していた もの と自 ら賄 う体制 をと りは

じめ7こ とで ある。 タイ ムシェア リング(TSS)サ ー
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ビス業 において も同様 で,従 来,大 企業が主 として,科

学技 術計算用 に,自 己所有 のコン ピュータ能力不足 を,

外部 のTSSサ ー ビスに よりカバーしていたのを取 り止

めttsめ,TSSサ ー ビス業の中には,極 めて苦 しい立

場にお ちい ってい る ものが相当 ある。

この よ うな情勢の中に あってCHRYSLER社,PROC-

TER&GAMBLE社 の よ うな大手の ユ・・一ザ ーは ソフ ト

ウエアの 自社 開発が ある。 ソフ トウエア ・ハ ウスに とっ

ては,独 自の分野で他の追従 を許 さない独特の 開発能力

を有 してい るか,相 当多額 の資金 と多数 の人材 を もって

高度の 開発能力 をそなえ るか しな くては,そ の存続 は困

難 とな って くる。 ま してや国家投 資以 外の ものについて

は開発 資金の手当が必要 とな り,調 達 能力がない と脱落

せ ざるを得ない。 しか も,前 述の よ うに1969年 以 来情報

産業 に も,き びしい取捨選択が行 なわれ ていて,群 小の

ソフ トウエア ・ハ ウス,サ ー ビス ・ビ ュロウは再編 成 さ

れ ざるを得 ない もの と見 られ る。

DIEBOLTGROUPは,長 期的に見 れば,一 時的な

大型 コン ピュータの需要停滞は あって もコン ピュータ利

用 はなお発展 しつづ けるであろ うとし,ユ ーザーの新 し

い需要分野 に対 しソフ トウエア ・ハ ウスは どの ように応

えて行 くかが大 きな問題 とな って くる もの と見 てい る。

現在,米 国では大 きなプ ロジェク トとして,公 害対策,

交 通対策,医 療,教 育等 パブ リック ・サー ビスの問題が

取 り上げ られ研 究がな されてい る。一方企 業MIS関 係

で は,そ の基 本 として ファイル ・マネ ージメン ト・シス

テムの開発 が取 り上 げ られてい る。

西 独 ソフ トウエア業の育成はどのように進められているか

西独 におけ るコ ンピュ'一夕の設置は,毎 年30%以 上 の

伸 び率 で増加 し,1970年7月 現在7,259台 に 達 している

(日 本は,1970年9月 現在7,933台)こ れ を業種別 内訳

比率では図 に示す とお りで,多 くの産業 に使用 されては

い るが,全 般 的に見た場合,科 学技術計算,生 産設備 のコ

ン トロール用 に多 く使 用 され 日本 の場合 の事務 ・経営管

理面の利用 とは著 し く異な ったパ ターン とな っている。

1967年 に始 めt西 独政府の コン ピュータ育成中期5カ

月計画 は,1971年 を もって一応 の終期が くるが,1967年

度 の コン ピュータ ・メ■一－Pカーへの融資,1968年 か らの特

定 プロジ ェク トに対す る補助 金 制 度(補 助率25～35%

1970年 補 助総額3,000万 ドイツマル ク)な ど実績 ををあ

げ つつ あるが,そ の殆ん どはSIEMENSE育 成 策 に終

始 しているとの声が 闇れ た。

また,西 独 のソフ トウエア ・ハウスは,従 業 員20人 ～

100人 が 約10社,20人 以 下が数10社 とい う程 度で非 常 に

小 規模であ る。 このため,先 の中期計 画では ソフ トウエ

ア産業振興策 として,「 デモ ンス トレー シ ョン ・プ ログ

ラム」 の開発 に対す る補 助金 制度 を設 けてい るが現実 は

メーカーに対す る補 助 とな って しま ってい る よ う だ。

「デモ ンス トレー シ ョン ・プログ ラム」 としては,次 の

4シ ステ ムが ある。

a.電 報の現金勘定の 自動化 システム

b.特 許情報の提供 システム

c.政 治情報 のデータバ ン ク ・システム

d.犯 罪 の検索 システム

この 「デモ ンス トレーシ ョン ・プログ ラム」補助制度

は,科 学研究省 に よって実施 されてい るが,こ れ とは別

に経済省 が1970年 か ら,特 定 プ ログ ラムに対す る補助制

度 を発足 させi。 これは開発費 の40%を 補 助 する もの で

1970年 補 助総額は300万 ドイツマル クであって,対 象 ソ

フ トウエアの条件は,

a .特 定 コンtOユ ー一夕に固執 した ものでない こと

b.多 くの企業 に適用す る ことが で きること

で具体的な対象の例 として,総 合建築構造計算用 プログ

ラム,デ ータ ・バ ンク用 システ ム,CAI,CAD等 の

プ ログ ラム等 があげ られてい る。

このよ うな制度 に対 し,わ れわれの訪 問先 では,具 体

的な反応 は見 られなか っttが,過 去のSIEMENSE重

食籠鑓 シ
計算 セ ンター
5.4%

化 学工業
5.7%

運 輸 出版放送

機 械工 業

(金属,造 船)

22.5%

官 公 庁 ・

試験研究所

15.7%

12.2%金 融 ・保 険

13.8%
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点 の対策 に対 す る不信感,企 業 の政府介入 をきら う気風

等 も,そ の根底 にあ るように見 受け られ るがAIV(In-

stitutfUrAutomatischeInformations-Verarbeit--

ungBeratungundEntwicklung)M .B.P.(Mat-・

hematischerBeratungsundProgrammierungsdi-

enctGmbh)R.1.B .(RechenirstitutfUrdasBa-

r
wwesen)等 の ソフ トウエ アハ ウスでは一応 の期待 は し

ている よ うである。

ところで,今 回訪 問の これ らの ソフ トウエア ・ハ ウス

は,西 独で も1,2を 争 う企業で ある。例 えば,AIV ,

AFG-TELEFUNKEN,SIEMENSE ,NIXDORF等 の

コン ピュー タ ・メー カー と密接な結 びつ きを持 ち,ア プ

リケー シ ョン ・パ ッケー ジを開発す るとと もに ,こ のプ

ログ ラムによる計算 サー ビス,ユ ーザーへの コンピュー

タ導入へ の融資 を行 な うことを通 じて 自己開発 プ ログ ラ

ムの実用効果 をあげている。

MBPは,西 独有数の鉄鋼 メーカーH6sch社 と緊密

な連繋 の上に立 って,鉄 鋼業一連 の生産 シス テムを開発

す るとともに関連 産業 への部門に手 を拡げ業績 をあげて

いる。RIBは,土 木建築 に関す る技術計算用 ソフ トウ

エアの開発 を専門 にしてい る。数 多 くの土木建築業者 を

バ ックにコン ピュータ要 員のほか に土木建築の技術者 を

かか え,大 学研究所 と密接 な関係 を維持 しなが ら,汎 用

ソフ トウエアの開発 と計算 サ ービスを行な ってい る。 こ

の よ うに,そ れぞれの企業 が特 色 を持 った経 営方針を取

ってい ることが良 い業績 をあげ る要 因にな ってい ること

と感 じられた。

西独 では,超 小型 コン ピュータ ・メーカー-NIXDOLF

社 の 目覚 しい発展振 りを紹介 しな ければな らない。同社

の生産 は図に示す よ うに66年 の1,500台 か ら70年11,000

台 と5年 で7倍 強 に伸 び,71年 は20,000台,75年 に は

50,000台/年 に しよ うと非常に意欲 的である。 そして,

そ の生産の半数は輸 出 してい るのである。 こん なに伸 び

てい ることの第1は,超 小型 であるが性能 は,ユ ーザ ー

の好 みに より事務処 理の単能 的ではあるが い くつかの プ

ログ ラムを内蔵 する ことが で き簡単 に使用で きるとい う

ところに特長が あるよ うで,将 来は用途 を大型 シス テム

の周 辺装置,プ ロセス制御,テ ーチング マシンとして拡

張 を考 えてい る。

仏 国 ソフトウエア業はどんな方向に伸展 しつつあるか

一 昨年訪 問の時
,ソ フ トウエアの開発 こそ,仏 国の独得

の力 を発揮 で きる分野 で,仏 国 ソフ トウエアを世界に輸

出す るの だとの意気込 みを強 く印象づ け られ たソフ トウ

エア業は,現 在は どの よ うな方向に向いつつ あるのか
。

CAPは 仏 国 ソフ トウエア ・ハウスSEMA,CEGOS

に 並 ぶ規模 を持つ企業で ソフ トウエ ア開発専業 としてい

て,そ れ も,ユ ーザー ・アプ リケー シ ョンよ りは,ハ ー

ドウエアに近 い基本 ソフ トウエアで特定 のコン ピュータ

に こだわ らない点 に重点 がおかれ ているのが特長 である

仏 国ソフ トウエア ・ハ ウスの特長の1つ は,そ の活動

範 囲にとどま らない ところにあるが,こ のCAPも 英 国

ベルギ ー,オ ランダ,ス イス,西 独に会社 を持 ち国際 的

性格 を有 してい るのであ る。

フランス人 が,ソ フ トウエ ア開発能力 の高 を誇示 する

自信 は,ユ ーザーにおいて も感得 され ると こ ろ が あっ

た。例 えば,銀 行のオ ンライ ン化 のCREDITLIONAIS

社,保 険会社数社の オン ラ/ン 化のCROUPD'RONT,

新 聞 ・出版 物等 の販 売店への輸送 シス テム化 のNOUV-

ELLESMESSAGERIESdelaPRESSEPARISIO-

NNE等 は,個 々の手 で ソフ トウエアを開発 したことを

誇 にしていた。 もとよ り,わ が国 の場合 も,こ れに劣 る

もの ではないが,高 度で,よ り効果の上 るシス テムの改

善 に自 ら努力がな され,ユ ーザ ーの 自己開発に力 が注 が

れてい ることに印象 を強 く感 じた。
11,000

NIXDOLF社 の生産台数

10,000

一3一
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■ 寄 稿 ■

データ通信のための公衆電気通信法の

一・部 改 正 に際 して

橋 口 守*

情報化社会の成立は,情 報流通手段の発達 と一体不可

分の関係にあり,今 日のような高度に発達した情報媒体

を前提 として始めて情報化社会は成 り立ち得る。情報化

社会の夜明けを迎えようとする今日,通 信回線問題が世

間の大きな関心を呼んでいるの も当然であろう。

しかしながら,情 報媒体の発達は必ずしも情報の正確

な流通を約束するものではな く,と もすれば誤 った情報

の流通をも促すものであることを身にしみて感ずること

がある。

先国会へ提出を予定して準備したデータ通信のための

「公衆電気通信法の一部 を改正する法律案」について,

巷間いろいろの誤った情 報 が 流 れたの もその一例であ

る。郵政省が先国会へ提出すべ く準備した公衆電気通信

法の一部改正案に対 して,一 部で次のような批判が行な

われた。

1.公 衆電気通信法の一部改正案は,電 電公社によるデ

ータ通信の独占強化を企図するものである。

2.電 電公社のデータ通信サー.ビスを主体 とした法律構

成になってお り,民 間に提供するデータ通信回線は,

電電公社の独占に対する特例 としてしか 扱 って い な

い。

3.電 子計算機を電気通信設備 として捉え,電 電公社の

独占にしようとしている。

4.通 信回線の共同利用を認める範囲等 を郵政省令で定

め,共 同利用の範囲を制限しようとしている。

これらの批判は,公 衆電気通信法改正の立案に参画し

た者にとって,心 外に耐えない批判であった。すなわち

1.郵 政省が若しデータ通信を電電公社に独占させたい

ならば,公 衆電気通信法の改正案を提出する筈はない

のである。何 となれば,電 電公社のデータ通信サービ

スは,公 衆電気通信法の改正を行なわな くて も実施で

きるが,民 間企業等に提供するデータ通信回線の利用

範囲の拡大は,公 衆電気通信法の改正を行なわなけれ

ば実施できないからである。

2.民 間企業等に提供するデータ通信回線の利用範囲の

拡大について 「特殊専用設備に関する特例」 とい う見

出しめ条文を設けたのは,全 く立法上のテクニックに

属する問題であ り,一 般専用設備の利用範囲の制限規

定に対する例外 としてデータ通信回線の利用範囲を大

巾に拡大するという趣旨のものであり,電 電公社のデ

ータ通信独占の特例 として民間に も認めるとい う趣旨

の ものでないことは,条 文をよく読んで戴けば明らか

なことである。

3.通 信回線に接続 された電子計算機を電気通信設備の

一部 として捉えたのは,オ ンラインの電子計算機が符

号を送 り,伝 え,受 ける機能をも有するものである以

上,公 衆電気通信法の定義に照 らして も当然電気通信

設備 となるからである。 しかしながら,電 気通信設備

になればすべて電電公社がこれを独占するとい うこと

にはならないのであり,デ ータ通信業務は そ の性 格

上,電 電公社の独占とす る考えはない旨郵政省や電電

公社は度々言明してきているところである。.ただ,技

術基準等電気通信の秩序維持に必要な限度内において

電気通信設備の一部と観念してゆきたいとい うだけで

ある。
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4.通 信回線の共同利用等の範囲を郵政省令で定めよう

としたのは,デ ータ通信 システムは未だ発展の緒につ

いたばかりであって,今 後どのような利用形態が出て

くるかわからないので,共 同利用の範囲を法律や政令

で定めて硬直化 させることな く,省 令で定めて情勢の

変化に即応できるようにしようとしたものであり,共

同利用等の範囲をせばめようとしたものではな く,将

来臨機応変に拡げることがで きるようにすることを企

図したものである。

以上のとお り,先 国会へ提出しようとした公衆電気通

信法の一部改正案に対 しては,立 案者の意図を全 く離れ

た誤解が行なわれたが,次 の通常国会へ提出する改正法

案は,再 び無用の誤解 を招 くことのないよう,装 いを新

たにして立案 したいと考えている。

しかしながら,こ の際,関 係者の御理解を得ておきた
　 　 　 　

いことは,先 づ,改 正法には改正法のしきたりがあり,

公衆電気通信法の改正条文は或程度公衆電気通信法のス

タイルに合わせてゆかざるを得ない とい うことである。

法律は,ス タイルよりも法律効果に意義があるのである

か ら,関 係者は郵政省の誠意を信じて,法 律のスタイル

は内閣法制局 と郵政省にまかせて戴 きたい。

次に新 しいデータ通信回線の利用制度についてである

が,こ れは,昨 年秋の郵政審議会答申のデータ通信回線

サービスおよびデータ通信回線網サービスの実施 を図る

とともに,市 内時分制(p導 入を前提 として,加 入電話網

への電子計算機の接続 も認めるようにすることは,す で

に周知のとお りである。 この場合データ通信回線の利用

はできる限 り自由にして ももらいたいとい う要望が強い

が,必 要最少限の利用条件 として,次 のような条件があ

ることを了解して戴 きたい。

第1は,通 信回線 と電子計算機 との接続に関する技術

基準である。電電公社の電気通信回線は,同 一のケーブ

ルまたはマイクロ回線で数百数千の回線が形成 されてお

り,と くに加入電話網の場合は,電 話局相互間の中継線

や交換機は多数の利用者が共用 している。 したが って,

他人の通信へ支障を及ぼさないようにするための基準は

どうして も必要であ り,電 子計算機の接続が技術基準に

適合しているかどうかの電電公社の認定 も必要である。

しかしなが ら,こ の技術基準や認定方法は,現 在の専用

線の端末設備の技術基準や認定方法より大巾に簡素化す

るよう検討中である。

第2は,通 信回路の他人使用や共同利用の範囲に関す

る問題であるが,元 来,他 人のメッセージの交換や伝送

は,通 信事業者の専属すべき領域に属するとい う こ と

は,世 界共通の原則である。 したがって,情 報処理サー

ビス業者が,不 特定多数の顧客との間を通信回線で結ん

で,計 算,検 索等のいわゆる情報処理サービスを提供す

ることは差支えないが,回 線交換やメッセージ交換を行

な うことは認められないこととなろう。なお,デ ータ通

信回線の共同利用については,メ ッセージ交換や回線交

換を主体 としないシステムの場合は,現 在の共同専用の

基準より大巾に緩和 されることとなろう。

また,現 在,専 用線の共同利用や他人使用の場合に課

されている付加使用は廃止され,専 用料金の調整合理化

も実施 されることとなろ う。

第3に 加入電話網への電子計算機の接続についてであ

るが,こ れはどの電話局へで も電子計算機の接続の要望

があれば直ちにこれに応ずるとい うことではない。いう

までもなく加入電話網は,電 話創業以来80年 の年月を費

して,電 話加入者の提供した資金(料 金)で 建設してき

たものであり,電 子計算機を接続したため加入電話の通
コ

話のぞ通に支障を及ぼすとい うこと}ち 許 されないこと
　

である。したがって,加 入電話による通話のぞ通でせい

一ぱいになっている電話局については,電 子計算機の接

続は認められないであろ う。1そのような電話局へ どうし

ても電子計算機を接続 したい者は,そ の局の交換機が増

設 されるまでの間は接続 を待 って もらう以外に道はない

と思 う。

以上申し上げたことが,デ ータ通信回線の重要な利用

条件として制度化されることになると思 うが,こ のよう

》
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な若干の条件はあっても,今 回の措置はいわゆる通信回

線の全面開設に等しい措置 となろう。

なお,一 部には,電 電公社はデータ通信業務を行なう

べきではないとい う意見 もあるが,元 来,デ ータ通信技

術は通信技術と電子計算機技術が結合したものであ り,

かつ,電 電公社は多年にわたって電子計算機の研究開発

に努めてきたところである。 この電電公社の技術力は,

国民全体のために大いに活用 しなければな らないと考え

る。また,現 在,全 国にわたってデータ通信端末機器の

保守体制を整備しているのは,電 電公社だけである。諸

外国でも,イ ギ リスの郵便電気通信公社はデータ通信業

務を行なってお り,ま た,ア メリカで も実質上データ通

信業務を行なうことを禁止 されている通信事業者はAT

Tの みである。

電電公社のデータ通信システムは,公 共的,全 国的な

システムに主力をお く方針であるが,電 電公社 と民間企

業が国民全体のために共存共栄をめざしてわが国のデー

タ通信の発展のために努めて戴 くよう念願し て や ま な

い。

(註 ・本稿は12月初にご寄稿いただきました)

(3頁 より続く)

仏国政府のソフトウエア振興策については詳細を調査

できなかったが,ソ フ トウエア・ハウスの経営者は,開

発費に対する補助,若 しくは特別の融資措置を歓迎しな

いわけではないが,問 題は,政 府自身が相当の費用を投

じて開発しているプロジェクトを有力な民間機関に任ね

ることが本当の意味での育成策になると同時に開発費の

節約にもなろうとの考えを述べていた。

まとめ

国情の異なる3カ 国を一括して取 りまとめることに無

理があるが,そ の中で感じた2,3の 点をまとめること

とする。

第1に,訪 問国のソフ トウエア ・ハウスは,い ずれ も

日本のソフトウエア市場に強い関心を持っている。既に

開発したソフ トウエアの販売または日本企業 との提携に

ついて具体的質問があった。欧米のコンピュータ利用の

主力は,技 術計算から経営管理,経 営計画の分野に,ま

た,パ ブ リックサービスに も利用域が広がっていて,そ

のソフ トウエアには注目すべ きものがある。 とくに,西

独での公害対策用ソフ トウエアは参考になるもの と思わ

れる。

第2に,小 型まtは 超小型コンピューータの需要の多様

化に応 じた使いやすいソフ トウエアの開発に力が注がれ

ている。小型,超 小型 コンピュータのメーカーはコンピ

ュータ需要の伸びに対し,今 後は小型,超 小型コンピュ

ータの需要が著しい もの と予想し,ハ ードウエアおよび

ソフ トウエア両面の開発体制を強化している。 これは小

型コンピュータといえどもソフ トウエアを十分に具備し

なければな らないとの考えか ら,ユ ーザーの需要に即応

したソフ トウエアを整備するものであって,こ の点は,

日本の小型,超 小型 コンピュータに対する認識を再考さ

せ るものであった

第3に,仏,西 独共政府は,情 報処理振興策に力を注

いでいるが,そ の中でソフ トウエア振興策は多 くの問題

をもっていて,そ の成果はまだ現われていない。ソフ ト

ウエアはハードウエアと密着するものであるが,応 用面

の広いものに重点が置かれ ると,国 産機シェアの低い こ

れ らの国々では,外 国機に有利になる。西独のように国

産機育成策に重点をおいているところと,仏 国とは若干

事情が異なるが,わ が国のソフ トウエア振 興 の た めに

も,そ の動向は注目する必要があろ う。

最後に,何 度 も述べたが,日 本のソフ トウエア市場に

対し,各 国は進出を企図しているが,わ が国のソフトウ

エア・ハウスは,こ れに対処して,ユ ーザーの需要にマ

ッチしたソフ トウエアの開発体制の整備,す なわち高度

の技術と専門分野を確保 して,独 特の存在が認められよ

うになることが必須条件と考える。そ うでなければ,ハ

ードウエアの自由化問題とともに
,先 進国ソフトウエア

の導入が近 き将来問題化して くるものと思われる。

詳細は,第3次 海外情報処理実態簡査団報告をご参照下さい。
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昭和46年 度情報処理振興施策の展開

昭和46年 度通産省予算 を中心に・

石 海 行 雄*

, ●

4

もはや電子計算機にとって,自 由化は対岸の火事では

なくなってきつつある。一方,産 業構造審議会の答申に

沿い,従 来の電子工業振興臨時措置法 ・機械工業振興臨

時措置法体系に代わって,電 子機器 と機械器具とを組み

合わせた分野の振興が重要な柱の一つとした新法が現実

化しつつある。

しかしなんといって も,今 国会において成立が予想 さ

れる 「公衆電気通信法の一部改正法」が,情 報処理関連

業界に及ぼす影響 こそ,は か り知れない ものがあろ う。

今回開放 される通信回線は,ま だまだ部分的な ものにす

ぎないが,こ れか らのわが国における遠隔情報処理の方

向を示す点で,極 めて重要な決定となるであろ う。

昨年は,情 報化社会の幕明けの年 といわれたが,そ の

幕明け直後の舞台の進行は,非 常に動きの激しい,め ま

ぐるしい場面の連続 とな りそ うである。

情報化 をめ ぐるこのような経済的社会的環境の変化に

対処 して,情 報処理を振興 し,も って産業経済の健全な

発展 と国民生活の福祉に資するため,通 産省としては,

46年度において,以 下に述べ る情報処理振興諸施策 を展

開することとしている。なお,()内 の数字は前年度

の予算額。

(1)情 報処理振興事業協会の助成等

電子計算機に関する日米間の種々の格差の中で も,も

っともギ ャップの著しいソフ トウエアの開発および利用

の促進と,新 しい産業分野である情報サービス業および

ソフ トウエア業の助成を推進する機関として,ご 承知の

ように,昨 年10月1日,「 情報処理振興事業協会等に関

する法律」に基づいて情報処理振興事業協会が設立され

*通商産業省重工業局電子政策課

たが,2年 目にあたる46年度においては,今 後の情報化

の一層の発展に対応して,出 資4億 円(2億 円),補 助

4億 円(3億 円)を もって,協 会の事業を強化し,軌 道

に乗せることとした。

それとともに,情 報処理振興金融措置として,要 求通

り,金 融債引受95億 円(40億 円)を 確保してお り,情 報

サービス業者等の業務高度化資金および一般企業のプロ

グラム開発資金の円滑な供給のための長期信用銀行3行

の融資に対して,金 融債引受を行なって,情 報サービス

業者等の発展とプログラム開発の促進を引き続 き強力に

推進することとしている。 さらに,開 銀融資のその他枠

の うち,ソ フ トウエア開発資金として,約20億 円(45年

度実績見込約20億 円)が 組まれている。

なお,「 情報処理振興事業協会等に関する法律」に基

づ く電子計算機高度化計画が,近 い うちに公表される予

定である。

(2)JECC資 金の飛躍的拡充

わが国の電子計算機産業は,日 本電子計算機㈱(JE

CC)の 発足以来,昭 和36年 には20%に みたなかったシ

ェアを次第に拡大し,現 在では50%を こえるまでに成長

した。

しかし,IBMを はじめとする外資系の電子計算機の

攻勢 も強まってお り,さ らに,も しごく一部でも電子計

算機が自由化とい うことになれば,そ の影響は極めて大

きいと考え られる。

かかる状況に対処 し,国 産電子計算機の,わ が国市場

における高度の定着を図るため,国 産電子計算機の一元

的レンタル機関であるJECCに 対し,開 銀融資を大幅

に拡充し,290億 円(240億 円)(と もに前年度追加補正
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分を含む。)を 確保した。

日本電子計算機㈱融資

46年司 … 億円 前願 迫力・硫 ・・億円
・計29・ 億円

4⇒ ・5・⇒ 前報 道加硫 ・・酬 計24・億円,

(3)技 術開発の促進

①大型プロジェクト

情報処理の高度化の要請にこたえるため,ハ ー ドウエ

ア面か らの電子計算機技術を更に研究開発する必要があ

る。46年 度においては,41年 度以来推進してきた超高性

能電子計算機の開発を年度中に完了し,新 たに,文 字,

図形,物 体の形状,音 声などのいわゆるパターン情報を

そのまま入力できる新しい世代の電子計算機 として,パ

ターン情報処理システムの研究開発に着手することとし

ている。

大型 プロジ ェク ト

超高性能電子計算機 1・… 億円(・鵡 円)

パターン融 処理システ・1・ 億円(新 規)

②試験所特別研究費等

情報処理関連技術の研究開発については,電 子計算機

そのものの研究開発 もさることなが ら,そ れを支える物

性,材 料等の基礎電子技術,シ ステム工学,応 用技術な

どの研究開発を並行して行なうことによって,よ り確実

な成果を得ることができるのである。このため,電 子技

術総合研究所試験所特別研究費 として7億1千 万円を確

保 しているほか,情 報処理の高度化に不可欠な標準化 を

推進するiめ の調査費等 として7百 万円を確 保 し てい

る。また,各 省庁のスタッフか らなる 「電子計算機利用

に関する技術研究会」の活動を強化するため3千2百 万

円を予定している。

(4)情 報処理促進税制

情報処理の促進を税制の面か ら側面援助するtめ,45

年度においては電子計算機特別償却制度が創設 される等

の措置が講 じられたが,46年 度においても,① 電子計算

機買戻し準備金制度 を,特 定電子計算機貸付会社に対し

て販売されるとい う限定を緩和し,一 般のレンタル会社

等 に対 して販売されるものまでこの制度の対象 とするこ

ととし,さ らに2年 間延長するほか②電子計算機(中 型

以上)の 固定資産税について,そ の課税標準を,3年 間

3分 の2と することによって,税 を軽減するなど,税 制

面からの援助が更に強められている。

(5)各 種基礎調査の充実

46年 度においては,情 報処理実態調査費,電 子技術開

発動向調査等 に加えて,新 たに,情 報ネットワーク形成

調査費およびソフ トウエアの法的保護に関する調査費を

確保してお り,情 報処理関連の各種基礎調査は一層充実

することとなった。

①情報処理実態調査

国内の電子計算機ユーザーを対象として,わ が国の急

速に変化しつつある情報処理の実態を広範囲にわたって

調査する。(な お,45年 度の実態調査の報告書は,こ の

文が印刷 される頃には公表 されることになろう。)約3

百万円(約1.5百 万円)

②情報 ネットワーク形成調査(新 規)

今後の情報ネットワークの望ましい姿についてモデル

を作成し,そ れをガイドラインとして公表するほか,望

ましいネッ トワーク形成のために必要な措置について調

査研究する。約2百 万円(新 規)

③ソフ トウエアの法的保護に関する調査(新 規)

ソフ トウエアの開発および流通の促進とい う見 地 か

ら,ソ フ トウエアの侵害の実態等について調査するとと

もに 「ソフ トウエア法的保護調査委員会」のようなもの

を設けて,ソ フ トウエアの権利化について調 査 研 究 す

る。約百万円(新 規)

④ 業種別情報処理標準パターン作成 約3.5百 万円

(約3.5百 万円)

⑤ 業種別システム化調査 約2.5百 万円(約2.5百 万

円)

(6)民 間シンクタンクの育成

昨年12月,産 構審情報産業部会から中間答申が荷なわ

σ

■
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昭 和46年 度 情 報 処 理 関 係 予 算

れ,通 産省 もその趣 旨に沿 って,

シ ンクタンクの トライアル ・ラン等 の施

, ●

4

項 目

(一 般 会 計)

1.情 報処理振興事業協会の助成

イ 情報処理振興事業協会出資

ロ 〃 補助

2.情 報処理技術者の育成

イ 情報処理技術者試験制度の運営

3.情 報処理に関する各種基礎調査

イ 情報処理実態調査費等

ロ 電子工業海外技術動向調査

ハ ・の他{翻 潟 哩 保護

4.民 間 シンクタンクの助成

イ システム開発プロジェクト委託費

5.中 小企業の情報化の推進

6.情 報処理の標準化の推進

τ 技術開発の推進

イ 大型プロジェクト

(内パタン情報処理システム)

ロ 試験所特別研究費

ハ 各省共通電算機利用技術研究開発

8.特 許情報センター(45年 度は調査費)

9.省 内情報処理高度化

イ 一 般

ロ 特 別

10.情 報処理振興事業協会等法の施行等

合 計

(大型プロジェク トを除いた合計)

(財政投融資)

1.情 報処理振興金融措置(金融債引受)

・ ・精 子計算機㈱融資(鶉豊 翻

3

1

2

合 計

ソフトウエア開発資金

(税 制)

電子計算機買戻し準備金制度の拡充
延長

電子計算機の固定資産税の軽減

46年 度

百 万 円

800

400

400

33

33

22

8

11

3

企庁に一
計上1.5

45年 度

この うちで通産省
へ移しかえの予定

74

7

2,272

1,528

(200)

712

32

33

928

812

116

4

4,173

2,645

百 万 円

9,500

29,000

38,500

開 銀 融 資

そ の 他 枠
の うち

百 万 円

4,300

百 万 円

500

200

300

37

37

18

7

11

0

0

0

45

5

2,933

2,314

597

22

22

632

551

81

3

4,195

1,881

百 万 円

4,000

24,000

28,000

45年 度実績見

込約20億 円

平年度:8,600

平年度

増 減

122

百 万 円

300

200

100

△4

△4

4

1

0

3

29

2

△661

△786

115

10

11

296

261

35

1

△22

764

百 万 円

5,500

5,000

10,500

百万円

183百 万円

策 を検討することとしている。46年 度に

おいては,シ ンクタンク関係予算は,一

括して,経 済企画庁に総合研究開発調査

費 として1億5千 万円が予定 され て お

り,通 産省は,そ の うちか ら移しかえ

て,民 間シンクタンクへの研究プロジェ

クトの委託発注を行なうこと と して い

る。

(7)そ の他

① 中小企業の情報化の促進

中小企業の経営情報処理体制を促進す

るため,標 準経営情報処理システムの開

発の促進,総 合指導所による電子計算機

の利用 ・導入の指導等 を行な うと と も

に,中 小企業振興事業団の情報関係の人

的拡充,外 部情報機関とのネットワーク

体制の整備など,中 小企業の情報サービ

ス事業を強化拡充する。

中小企業の情報処理指導事業費

36百万円(13百 万円)

中小企業の情報サービス事業費

中小企業振興事業団の事業費補助

25百万円(20百 万円)

都道府県の事業費補助

13百万円(11百 万円)

②(財)日 本特許情報センターの設立

内外の特許情報を予め電子計算機に入

力 しておき,産 業界の求めに応 じて,迅

速に先行技術を検索し,そ れを情報 とし

て提供する(財)日 本特許情報センターを

設立し,そ の業務の円滑な運営に資する

tめ,補 助金3千3百 万円を確保してい

る。
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情報処理 と地域開発に関する

国際 シ ンポ ジ ウ ム

去年9月28日 よ り10月2日 までの6日 間,フ ランス政府は,同 国Arc-et-Senanに おいて,情 報

処理 と地域開発に関する国際シンポジウムを開催した。当財団斎藤副会長は,フ ラ ン ス政府の招待

で,こ のシンポジウムに参加し,日 本の情報処理の現状と動向について講演した。以下に同シンポジ

ウムについての概要を紹介する。開催地Arc-et-Senanは,フ ランスの東南部,国 境に近 く,バ ス

トウールが生れナこところとして知られるBesanconの 近郊で,ま た会場は,16世 紀 に建てられたも

ので,こ れまでに も度々未来学の国際会議が開かれているところである。

シ ンポ ジウムのバ ックグラウ ン ド

「情報処理 と地域 開発に関す る国際 シ ン ポ ジ ウム」

は,今 回は第2回 目で,こ こでい う地域 開発 とはフラン

スでは「Am6nagementduTerritoire」 で 「将来 にお け

る経済活動の再適配置」 と解 し工 業立地,農 業再開発,

広 域的 な環境政策,都 市再開発等を含 む地域戦略(The

territorialstrategygoverninglocationofindust-

ries,agriculturalredevelopment,environmental

policyonalargescaleandcontrolofurbandeve-

10pmentcalled,inFrance,"1'Am6nagementdu

Territoire")と い う内容の もので,未 来学,経 済学,

社会学,地 理学等 多方面 のインターディシプ リナ リーな

問題 として捉 えている。

フランスでは,こ の よ うな地域 開発 を極 めて重視 し

て,政 府部 内では総理 大臣直轄 の もとに専任 の国務大 臣

(Mr.Andr6BETTENCOURT,MinistreduPlan

etdel'Am6nagementduTerritoire)を お き,強 力

に計画,実 施 を担当 してい るお り,地 方公共団体 に も,

これに相応 する機関 を設 けて中央政府 と密接 な連繋 の も

とに地方的 な問題 の計画,処 理 に当た ってい るほか,さ

らに相 当規模 の経費支出 を行 な って,学 問的なま た実際

的な システ ム的研究 を実施 してい る。

情報処 理の発展 に ともない,こ のよ うな地域開発が大

きな影響 を受 けるとの認識 の もとに基 本的 な諸 問題 と取

り組ん でお り,そ のため各方面 の衆知 を結集 して相 当長

期 にわたる(今 回のシンポジ ウムは]990年 を 目標)調 査

研 究を進 め るためCollegedesTechniquesAdvanc6es

etderAm6nagementduTerritoire(略 称COTAT)

を設立し資金的な裏付も十分講じて総力をあげて問題の

調査研究に取 り組んでいる。

シンポジウムのための組織,準 備

COTATの 運営は,国 務大臣,政 府の経済社会関係

会議の代表者,大 学関係者,財 界指導者など12名の組織

委員で構成する運営委員会(委 員長は副総理)を 設けて

これに当たり,こ のシンポジウムの準備のためにさらに

次の部門別に準備委員会を設け,多 数の ス タッ フ を配

し,2カ 年近 くの期間に わ た り周到な準備が進められ

た。

シンポジウムの部門

{1)情 報処理の技術的ガイ ドライン

主 としてコンピュータの普及利用の動向と技術的発展の

展望 ・

② 地域開発の見地か らの通信政策のあり方と通信網

発展の展望

(3}情 報処理の発展 と家庭生活へのインパクト

(4)情 報処理の発展 と立地パターンへの構造的地理的

変化

㈲ 情報処理と地域開発および地方的計画のディシジ

ョン ・メーキング

例えば,第1部 門の技術的展望については,主 として

米国に有力な調査団を派遣し,米 国の動向を基礎にし,

フランスの現状,研 究開発状況を折 り込んで検討資料を

作成した。
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シ ンポジ ウムの参加者

シンポ ジウムの参加者は,毎 日200名 位 で大部分は フ

ランス政府お よび関係機 関の代表者だが,ほ かに は国連

関係者,米 国主 として大学教授(MIT,ハ ーバ ー ド,

コ ロンビア,ピ ッツバーグ,カ リフ ォルニ ア大学等)お よ

びシンクタンクの関係者,欧 州 各国,印 度,中 近東な ど

か らで国際的な シンポ ジウムに値す る もので あった。 わ.

が 国か らの参加者 は私1人 で あった。

大部分 は政府関係者,関 係研究機 関 の代表者のほか,

大 学 関係 は未来学者,社 会学者,経 済学者,地 理学者等

多方面 にわた り,ま た通信 関係者,シ ンクタンク,シ ス

テム関係(GEの テ ンポ,ロ ッキー ドのシステム研究部

門,バ ッテル研究所,そ の他米 国のシステム研究所,コ

ンサル タン ト会社等)の 参加が 多数 あった。

シンポジウムのプログラム

日 時 議 長 テ ー マ 内 容

. ●

●

第1日 シ ンポ ジウムの趣 旨 と 歓迎の挨拶

9月28日(月) 全般的な討論 Mr,JaquesBLOCH-MORHANGE

(Secr6taireG6n6ralduCOTAT)

第2日 Mr.MauriceALLEGRE 情報処理に関する技術 講演Mr.Andr6BETTENCOURT

9月29日(火) (D616gu6al'Informatique) 的 ガイ ドライ ン (MinistreduPlanetde1'Am6一

nagementduTerritoire)

1,ハ ー ド ウ エ ア お よ び,ソ フ トウ

エアの発展に関し,今 後20年 間の

傾向を予測しうる判断規準の設定

2.地 域開発政策の設定にあたりど

んなファクターと方法を考慮すべ

きか
Mr.JhonStuaitW且YTE

(DeputyDirectoroftheLong 情報処理と通信 地域開発政策の見地からの通信政

TermPlanDivision,GPO 策のあり方

ofU.K.)

Mr.PierreMARZIN(Dire

cteurG6n6raldesT616co】 〔n

municationonMinistさredes
・

PostesetetT616communica一
`

tions)

第3日 Mr.EmilioFONTELA 情報処理と家庭生活 情報処理の普及につれ,地 域,国

9月30日(水) (ChefduD6partmentd'Eco一 家,さ らに世界的規模で,家 庭生活

nomiedel'InstitureBattelle にどんなインパク トがあるか

aGen6ve)

第4日 Mr.JeanGOTTMANN(Pr一 情報処理と経済活動の 1.情 報 処理 の普及,発 展 につれ,

10月1日(木) ofessorofGeographyinthe 地理的変化 経済活動 お よび メー カー,販 売 店,

UniversityofOxford) 経済環境の関係にどんな変化があ

らわれ るか

2.情 報処理企業の地理的変化

一11一
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Mr.J6romeMONAD(D616-

gu6b1'Am6nagementdu

Territoireeta1'ActionR6'-

gionale)

第5日

10月2口(金)

地域開発援助への情報

処理

各テーマに関す る一般

ll勺討議

1.地 域開発に関する政策決定上で

情報処理がどんな役に立つか

(中央集中化およびデータバンク選択の合理化,政 策計画)

2.地 域 開発決 定に関す るシ ミュレ

ー シ ョンの意義

閉 会 挨 拶

Mr.RobertGALLEY

(MinisteredesPostesetT616communications)

所 見

(1)情 報処理の発展にともな う家庭生活へのインパク

ト,地 域開発発展の要因など に つ い て,未 来学,社 会

学,経 済学,地 理学等多 くの専門的見地からインターデ

ィシプリナリーの問題 として高度 の 検 討 を行ない,逐

次 目標やモデ リングなどの具体的設定とコンセンスの形

成に努力 している政府 の主導性につい て は 敬 意を感 じ

た。

(2)わ が国の情報処理は,主 としてビジネス分野につ

いて発展しているが,こ のシンポジウムで問題としてい

るような社会的,未 来学的分野についてはまだ不十分で

ある。わが国の特徴である過密社会の問題,土 地や公害

問題など多く社会的問題を肥えている現状にかんがみ,

このような諸問題の解明や方向の明確化など一段 と努力

の必要があるように痛感した。 このため,こ のシンポジ

ウムの成果など大いに参考にすべきであろう。

(3}多 くの議論が抽象的に過 ぎ,こ のシンポジウムの

検討のテーマでもある情報処理の技術的ガイ ドライン,

通信ネットワークなどは出席者の関係 もあるが期待 した

成果を上げ得なかったように思われる。

■
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研 究 開発

TSSの 応 用 実 験 報 告

システムの構成

. ●

コンピュータの共同利用の方式の1つ として,大 型

コンピュータに通信回線を介して多 くの端末装置を接

続し,こ れらの端末装置か ら中央のコンピュータを使

用する方式,す なわち,タ イムシェアリング ・システ

ム(TSSと 略)が ある。当財団では,財 団内3カ 所

と通産省,郵 政省,電 電公社,機 械振興協会,日 本自

動車連盟の5機 関の計8ヵ 所に端 末 装 置を設置して

TSSの 応用実験を実施している。45年1月 末から46

年1月 末までの12カ 月間の実験報告がまとま った の

で,概 要を紹介する。

このTSSは,NEAC2200シ リーズ モデル500を 主

コンピ ューータとし,同 モ デル200コ ン ピ ュータを通信制

御の役割 を持 たせ たNEAC-MACシ ス テムで図1に

示す構成 とな ってい る。

また,端 末装置 は,こ の実験期間は タイプ ライ ターが

主 に使 われ た。 コンピ ュータ との接続 は,直 接通信回線

を介 し接続す る もの と,変 復調装置 を使用 した通信回線

を介 して接続す るもの とが あ り,こ れ らが セン ターの多

重通信制御部 に接続 され る。伝送速度 は,50ボ ーが使用

され た。

TSSの 実験

45年1月 か ら始ま ったTSSの 実験 は,毎 日9時 か ら

当財 団設 置NEAC2200モ デ ル500/200シ ス テム

●
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17時までの時間を実験可能時間帯として,割 り当ててい

たが,12ヵ 月間に使用 された時間は,表1各 端末装置の

使用時間に示すように,72時 間から534時 間と端末装置

により差があるが,1端 末当たり平均206時 間の使用 と

なっている。

表1各 端末装置の使用時間

アプ リケーシ ョン

端末装置を設置している機関のアプ リケーションの概

要は,表2に 示すとお りである。

指摘された問題点

ω 端末装置

端末装置は使用者の直接の操作部分であるので

日本自動車連盟

日本電信電話公社

機械掘興協会

郵 政 省

通商産業雀

目本情報処理開発センター(3端 末)

総 ⇒
ロ

72時 間

534時 間

182時 間

170時 間

105時 間

659時 間

(1端 末平均213間)

1,648時 間

(1端 末平均206時 間)

一般に操作が簡単であること,人 間工学的に操作

上の誤 りが少な くなる様に設計 されていること,

また誤 りをおこした時に容易に修正ができること

などが要求 されるが,こ の実験では騒音が大 きす

ぎること入出力速度が遅すぎる,表 示装置の位置

が悪い等が指摘 された。

■

図1当 財団TSSの 構成

⊂皿 ∈拓
磁 気 テープ 装 置6台 磁 気 ディスク・パ ・ソク5台

64KC(7ト ラック)(9.6M字/台9×5ms)

戸 匠 一芸.ラ、、
NEAC2200/500

524K字

1.5μs/8fF

可変長
周辺制御

切 換 部

420行/分132字 〆行

英・数・カナ記号109'ド

野 。『i㍑ 製穰
可変長2,0μs/字 置

端 末

タイプライタ

データ'

制御部

デーク・

制 御 部

データ・

ステーション 端'末

制 御 部 タイプライタ

端 末

タイプライタ

データ・
ステーション 端 末

制 御 部 タイプライタ

データ・
ステ}シ ョン 端 末

制 御 部 タイプライタ

データ・
カ　ド

制 御 観 取装置

データ・

ステーション

制 御 部

品 サ歳 男。,瀞脇 舟場 裁 。

当財団B3

寸

■
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{2}応 答 時間

システムの応答 時間は端末装置 の操作 のし易 さと相 ま

ってTSS使 用 者 に大 きな心理的影響 を与 える問題 であ

るが,一 般 に端末装置 の前 で人間が システムの応答 をお

となし く待 ってい られるのは普通5秒 以内であ るとい う。

しか し,こ の問題 はハ ー ドウエアの基本速度,記 憶容量

の大 きき,補 助記憶装置 のア クセスタイム,ペ ージング,

ダ イナ ミック・アロケー シ ョンの機能,メ モ リ保護機能,

フ ァ・fル構成等ハ ー ドウエア,ソ フ トウエア両面 にわ た

る さまざまな機能 の複合結果 として現 われ る現象で,い

わ ゆるOSの オーバーヘ ッ ドに大 きな関係 があ る。 この

実験では端末装置 の入出力の速度の遅 さと共に応答 時間

の遅 さが指摘 され た。

(3)フ ァイル ・シス テム

フ ァイル ・シス テムは,そ の容量 とかア クセス方法 の

制限 による端末装置の個数 とか アプ リケーシ ョンの内容

表2ア プ リ ケ ー シ ョ ン

●

Q

機 関 名 ア プ リ ケ ー シ ョ ン

日本自動車連盟
○ 会 員 業 務………会員の入会 ・移動 ・継続 ・退会の手続きおよび刊行物の配布等。

○ 会 員 照会業 務………会員番号 ・有効期限および会費納入状況の問合せ,路 上サービス,旅 行案内サ

ービス等。

OEDP要 員 の教育

○ その他一般事務計算

電 電 公 社 ○ 理 論 計 算………通信回線網における トラフィック計算,伝 送路の伝送特性計算等。

○ 各種試験 ・実験結果のデータ分析………平均値,標 準偏差,最 大最小,最 小二乗法,実 験計画法,検

定等の統計的手法による統計業務。

○ 経 済 比 較………通信設備に対する最適な投資,使 用期間,使 用設備の決定に関する経済的検討。

機 械 振興 協 会 測予るよ

務

索

に表

業

検

関連

詳

報

業産

統

情

○

○

○

郵 政 省 ○ 経営分析のための計算業務 一……郵政事業経営のための統計,郵 便局の規模別のコス ト,収 益の対比

資金運用部の資金の運用状況の分析等。

○ 郵便同等における要員配置に関する業務………保険事業部門の要員配置。

○ 共通業務のEDPS化 のための業務………給与計算のためのテス ト用プログラムによる演算。

○ 建 築 計 算 等………職員共済組合関係の保険数理計算,郵 便局舎建築関係の諸計算等。

通 産 省 ○ 各種計算プログラム集の作成………回帰分析,相 関分析,分 散分析,時 系列分析,

予 測,各 種作表等。

○ 職 員 の 教 育

○ デモンス トレーション

モデル分析,各 種

日本情報処理開発

センター

○ 作業管理情報システム

○ プログラム ・ディバッグまたは部分テス ト

○ 教 育 用
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に影響 を与 える もので ある。

一般に フ ァイル ・システ ムとして各使用者 間の機密保

護 および互い に干渉 して他 のフ ァイル を乱 さない こと,

ま た逆に各使 用者 間でフ ァイル の共 同利用,故 意 または

偶発的事故に対す る保 護,デ ー タの性 質によ って記憶 レ

ベル を決定す るメモ リハイ アラー キの問題等が要求 され

るわけであるが,こ のTSS使 用 者か らもフ ァイル容 量

が 小 さい,フ ァイルの更新が 自動化 されていない,ダ イ

レク トアクセス機能がない等が指摘 され た。

(4)言 語

言語 の問題 としてコマン ドと言語プ ロセ ッサ にわかれ

る。 まず コマン ドについてい えば,一 般に 自然語 に近 い

表現で,わ か り易 く,種 類 もあま り多 くない方が望 ま し

いのであるが,初 心者 にはなるべ くや さし く,経 験者 に

はかな り複雑 な事 もで きる様 に機能 としてはか な り複雑

な もの も持 ってい ることが望まれ る。普通 の仕 事をや る

には,そ の中 のある限 られ た機能のみを使 えば よ く,省

略 時の機能 を生か して,コ マン ドも特 に指定 しな ければ

標準 動作 を行 ない,コ マン ドその もの,あ るいは コマン

ドのパ ラメー タには,い ろいろ指定が出来 るよ うにして

お く事等が要求 され る。

次 に言語プ ロセ ッサ と し て は現在実 用化 されてい る

TSSの ほ とん どが既成 の言語 を会語形 にしたものであ

るが基 本的には,今 までの言語 はすべてバ ッチ用 に開発

され た もので,そ れを無 理 して会話形 にして も,当 然 そ

の欠点 は出て くるので,や は りオ ンライ ン用 に開発 され

たBASIC,JOSSな ど の様な会話形専 用言語 の開

発が 大 きな問題 であ る。

TSS使 用 者か らは,ま ず コマン ドの問題 として,コ

マ ン ドのパ ラメータの指定位置,指 定方法 に任意性 を も

たせ る,い くつかの コマ ン ドを組合せ た複合形 の コマ ン

ド,あ るステー トメン トの一部分 のみ を変更修正で きる

コマン ド等 が望 まれてい る。 また言語 プロセ ッサ として

FORTRAN,COBOLが 用 意 されてい るが,CO-

BOLは 会 話形言語 として適当でない との ことか ら会話

形専用語 の開発 の必要性が指摘 され た。

㈲ シス テムの信頼性

一般 にTSSに お けるハ ・一.ド,ソ フ トを含 めた信頼性

は重要 な問題 である。

基本的にはハー ドウエアがまず安定していなければな

らないが,も し異常が起 ったならばソフ トウエアが どの

程度,そ れをカバーし,被 害を如何に最少限に くい止め

るか とい う事である。例えば,あ る端末装置に関連した部

分でおこった異常事態なら,最 低その端末装置だけのダ

ウンですませたいわけである。人間は何をするかわから

ないから,ど こかの端末装置で使用者がどんな誤動作を

やってもシステムが こわれたりしてはならない。また仕

事の途中で中断し後でその続 きをやりたいという事があ

るので,プ ログラムやデータを一時システムに保管して

おいて もらいたい。それが安全かどうか,何 かの理由で

こわされたりしないだろうか,ま たは無断で他人が利用

しないだろうか とい うような心配は一切かけてはならな

い。 これらを含めたシステムの安定性,信 頼性が要求 さ

れるわけであるが,こ の実験ではセン トラルコンピュー

タの障害が割合と多 く,よ く端末装置の操作が中断 され

た,デ ータを入れ コンピュータの処理が終了前に次のデ

ータを入れると端末装置が止まってしまった,障 害や異

常動作に対する表示が理解 しにくい等が指摘 された。

今後の改善策

わずか1カ 年の使用経験では如何にも短いが,そ の間

に得 られた問題点は前述の通 りで,こ れに対し,今 後の

実験のために現TSSの 改善策は次のとお りである。

一般に端末装置としては,現 在 タイプライタが最も多

く使われているが,騒 音がな く使い易いとい う点ではデ

ィスプレイ装置がす ぐれている。しかしハー ドコピーが

とれないこと,ま たディスプレイの中でも図形が扱える

グラフィック・ディスプレイはまだ価格が コンピュータ

なみであること,コ ンピュータが不得手とする図形を扱

うためにコンピュータ機 に対する負荷が大きくな り,タ

イプライタのように数多くの端末をつけられない等の問

題がある。また新しい端末 としてはタッチ トーン電話機

がある。 これは現在電電公社のデータ通信用 として利用

されているが,12個 の押ボタンの組合せで英数字を表現

し,コ ンピュータか らの応答を音声で得るものである。

また,リ モー ト・バ ッチ的な使い方 としては紙テープや

カー ド読取機,ラ インプリンタなどを端末 として接続で

きる方式 もあるが磁気テープも扱えると便利だ という意

見もある。端末としての磁気テープは周辺装置のそれと
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端 末 装 置

⑱
同じよ うな性能 を もってい る必要はな く,カ セ ッ トテー

プのよ うにポ ケ ッ トに入 る程度 の リールが扱 え れ ば よ

い。 そして使用頻度 の比較的少 ないデー タやプ ログラム

は このテープに保存 しておけば コン ピュータの補助記憶

装置 をよ り有 効に使 うことがで きる。

応 答時間についてい えばTSSの 使用 者は端末 装置 だ

けが たよ りな ので,中 央 のコンピュータが,今 何 を処 理

しつつあるか とい うことが ある程度伝 え られ る必要が あ

ろ う。例 えば,そ の使用者 の仕事が実行 され ている時 に

は端 末に ランプが つ くとか,何 か音 を出 しているとか,

デ ィス プレイに今処理 しつつあ るステー トメン トの番号

を表示す ること等 が考 え られ る。

言語については問題点 の と こ ろ で 述 べ たよ うに簡単

で,わ か り易い任意性 のあ るコマ ン ドが必要なのはい う

まで もないが,会 話形 の ものは,プ ログラムの作成変更,

実 行が随時,任 意 に 切 り換 え られねばな らない とい う

ことか ら,一 番影響が あるの は,プ ログラムの一部変更

の処理 であ る。例 えばFORTRANで,宣 言 ステー ト

メン トを後か ら変更した り挿 入し た り,削 除 された りす

る と,オ ブ ジェク トプログラムを作 っていれば,再 コン

パ イルす るほか ないので,ソ ース プログラムに近い形で

とっておけば大 した手間 はかか らない。 しか し,そ れだ

と実行 時間がかか って仕方が ない。 このよ うな ことか ら

プ ログラムの一部 を変更,修 正で きるコマ ン ドの必要性

とか,会 話形 専用言語の開発の必 要性 が望 まれ る。

次 は信頼 性 であるが,ま ずハ ー ドウエア,ソ フ トウエ

ア共 に安定 した もの にす るこ とが原則 であ る。 今までに

多重通信制御部 のダ ウン とかバ ックグラン ド・ジ ョブで

の ミスが フ ォーグ ラン ドの方 に影響 を与 えた等 の障害が

あ った ようだが,こ れ らの解決 も含 めて障害,異 常動作

等が容 易に利用 者にわか るよ うに,そ の表示,警 報機能

が整備 され,か つ正 常動 作へ の復帰 のための操作が簡単

であ ることが重要 であ る。

詳細は遠隔情報処理システムの研究開発報告書(44-SOO7)

をご参照下さい。'

、
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異機種間汎用言語変換 プログラム

JYOINOS)の 開発

研 究 開 発1

近年,コ ンピ ュータの設置台 数は増加 の一途 を辿 って

お り,新 しい機種 も続 々 と市場 に出 回 っている,ハ ー ド

ウェア,ソ フ トウェアの発展,利 用分野 の拡大,新 機種

の登場等,そ の変化は実にめま ぐるしい。

各種各様の特質 を もつ コンピュー タの うちの一機種 で

開発 したプ ログラムを,他 機種で利用 したい時,プ ログ

ラム言語 や,ハ ー ドウェアの特性の相異が横 たわ り,様

々な困難にぶつか る。 そのため同 種 の プ ログラム開発

を,各 所 で独 自に行 っているのが現状 である。又,機 種

を入れ変 え る度 に,多 大 な労力 と費用 をか けてプログラ

ムを作 成仕直 した り,旧 機種 で持 っていた情報が そのま

までは生か されなか った りす る。

汎用言語 であるCOBOLやFORTRANで 組 まれ た

プ ログラムは,異 機種 間で もあ る程度 の互換性 はあ る。

しか しその申で,COBOLに 限 ってみ ると,コ ン ピュ

ータに よってはかな りのプ ログ ラム修正 を必要 とす る。

今回,こ こに発表す る異機種 間汎用言語 変換 プ ログ ラ

ム,JYOINOS(JIPDEC'sYieldingOriginalInput

forOtheroperatingSystem)は,プ ログラム修正 に

かか る労力 を無 くし,プ ログ ラムの共同利用 を容易にす

る目的 を持 って開発 した。

1.COBOI.コ ン バ ー ト

このCOBOLコ ンバー トは,FACOM230-60を 媒 体

とし,JYOINOSプ ログ ラムを用 いて,COBOL言 語

で書かれ たプログラムの変換 を行な う。入力(変 換前)又

は出力(変 換後)と な り得 るCOBOL言 語 の種類は,

次 のいずれかで ある。

{1}HITAC8300/8400/8500COBOL

②FACOM230-60COBOL

(3}FACO]M230-50COBOL

{4)NEAC2200COBOLH

㈲NEAC2200COBOLL

こ こで変換 され るプログラムは,入 力,出 力 とも磁気

テープ(MT)ベ ー スで あ り,取 り扱 い上非常 に便利 で

あ る。 出力 されたプ ログ ラムは,そ のままその計算機 で

処 理す ることがで きる。

図一1COBOLコ ンバ ー ト

機種Aよ り機種Bヘ プログラム変換を行なう場合

FACOM230－

A機 種用COBOLソ ーースプログラム

FACOM230-60で 作 り出した機種B用
COBOLソ ースプログラム

の
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⑱

2.MTデ ー タコンバー ト

このMTデ ー タコンバー トは,FACOM230-60に お け

るJYOINOSプ ログラムを用い て,前 述 し た 種 類の

COBOL言 語 で書かれたプ ログ ラムで使 用す るMTデ ー

タの コンバー トを行な う。

図2MTコ ンバ ー ト

FACOM230-60

機種… ・{
スタンダー ド・ラベ ル

また は

オ ミテ ッド ・ラベル

COBOLコ ンバー トとMTデ ータコンバー トを行な う

ことにより,COBOL言 語で開発したプログラム,及 び

情報の異機種間(今 回は5機 種)で の共同利用が可能と

なった訳である。

なお,JYOINOSの 拡張 として,来 年度は,国 産機及

び外国機の中小型機間のCOBOL

コンバー ト,MTデ ータコンバー ト

のシステムを開発する計画である。

又,汎 用言語FORTRANに っ

いても共同利用が可 能 とな るよう

に,異 機種間汎用言語の開発を計画

している。

・機種用・一・{i{i㌘ ∵

映画 「コンピュータとソフ トウ ェア」完成

●

この映画は,通 商産業省重工業局のご指導のもとに,

「ソフ トウェアとはどんな ものか」,「 どのようにし

て作 られるか」を理解して頂 くために作成した もので

す。

映画は緑 の窓 口 を例にして話が進みます。国鉄の

「緑の窓口」は,誰 もが知っている ㍉ ンピュ一夕を

使った座席予約のシステム、です。 、空席を探し予約

をする、だけの簡単なシステムに も 「二人連れが必ず

並んで座れること」などとい ういろいろな条件が入っ

て くると簡単にはいかな く,こ こにコンピュータの申

し子のような小びとがいて,指 図 されたとおり,て きぱ

きと空席を探してゆきます。しかし,こ の小びとに対す

る命令の与え方次第で,空 席探しの能率は良 くもなれ

ば悪 くもな ります。それは,ソ フ トウェアの良 し悪 し

を意味 します。

能 率が良 くて,要 領 の良 い ソフ トウェアを作 るため

には,結 局 チエの出 し方,ア イデ アの勝負 で,頭 を働

かせ ることが必 要だ とい うことが画面 に よって説 明 さ

れます。 この よ うに小 びとの活躍 を通 じて,コ ンピュ

ー タの中で行なわれてい る仕 事の内容
,そ の仕事 を さ

せ るた めの ソフ トウ ェアの役割,良 い ソフ トウェア と

悪 い ソフ トウ ェアの ちが いな どをご理解頂 ける と存 じ

ますが,併 せ て,ソ フ トウ ェアの振興 に関す る施策 に

ついて も紹介 してお ります。 、
頒布価格1本56,000円

貸 出し料2,㎜ 円

(16%カ ラー29分)
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研 究 開 発

統計解析用予測モデルJUMPSの 開発

JUMPS(JIPDECUniversalMathematicalProgrammingSystem)は デ ー タ分 析,モ デ ル

ビル デ ィ ン グ,予 測 等 をCRTを 使 っ て対 話 形 で処 理 し てい くシ ス テ ム で,こ の 開 発 に は,早 稲 田

大 学 の新 沢雄 一教 授 の ご協 力 を得 た 。

設計目標

JUMPSの 基本設計を行な うにあたって,と くに次

の諸点を目標に設計した。

1)使 い易 さ

専門家で も非専門家でも,対 話形式,定 義形式および

Jumpを 通 じて自由に修正,加 工,変 更がユーザの理解

に合わせて即座に行なえる。

2)汎 用法

予測手法,数 理計画法その他について現状の水準を網

羅し,単 に経営あるいは経済の問題ばかりでな く,数学,

物理,化 学,生 物学,工 学など広い範囲に利用できる。

3)対 話言語(DialogueLanguage)の 作成

従来,こ の種のシステムは,バ ッチ処理を主体 として

考えられて来たが,JUMPSは,オ ンラインのインタ

ラクティブシステムである。

特にディスプレイ装置を駆使して対話を行ないなが ら

問題の解決を行なえるよ う設計 されている。

特 長

このシステムの特長 としては次の諸点があげ られる。

1)シ ステムの拡張性 と柔軟性

JUMPSは 徹底Uこ モジュー'ル形式によ りプログラ

ムが作成され,Jump機 能 と相扶って必要に応 じて拡張

が可能であり,ま ナこコンピュータの性能に合わせてシス

テムの大きさを決めることができる。

2)徹 底した対話形式の活用

JUMPSは 処理方法,処 理手順のみならず選択,修

1E,変 更などコンビュー'タと人間 とが対話形式によって

問題の分析を深めることができる。

3)定 義形式と応答形式の自由選択

JUMPSを 利用する際に,変数,方式あるいは方程式

群,諸 条件に対 して予定 した指定 を専門家の立場から定

義形式で与 えることもで きれば,分 析方法を熟知してい

ない利用者にとってもコンピュータとの対話を通じて分

析を進めることができるよ うに応答形式 と定義形式を各

ステージおよび各ステップで自由に選ぶことができる。

4)Jump機 能の活用による融通性

JUMPSは 各応答ステージ,応 答ステップおよび応

答サブステップにおいてRETURN,REPEAT,LEAP

し,CARRY-ONを 指定することによって,す でに実行

してきたステージ,ス テップ,サプステップに返 った り,

あるいはLOCKし たステーージ,ス テップを繰 り返しt

り,ま たは不要なステージ,ス テップ,サ ブステップを'

飛び越したり,あ るいは順次実行することができ,最 適

の処理がおこなえる。

5)演 算処理および手順の 自動化

JUMPSは 各ステージ,各 ステップ,各 サブステ ッ

プにおいてデータ,変 数,方 程式,分 析結果など前提条

件が不足 していた り欠除している場合には利用者に警告

を与 えて,前 提条件を満たすために自動的に必要なステ

ージ,ス テップ,サ ブステップへAUTO-・RETURN,

前提条件が満たされると再びその処理段階へもどる。

さらに方程式と変数の斉合成や認定条件の 適 度 性 は

OPTIMAL,SELECT,ALLな どの指定によって自動

的に模型を作成する。模型が 自動的に適度認定になるよ

うなアルゴリズムが組まれているが,こ の例は他に例を

みない。そのほか処理手順についてもJUMPS独 特の

アルゴリズムが組まれている。

6)既 成モデル との自由結合

模型(モ デル)を 作成する場合に,主 題分析によって

データ抽出の段階から模型を作成してゆくことは当然で
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あるが,す でに作成 されている模型が存

在する場合は,応 答形式あるいは定義形

式によってこの既成の模型を利用できる

ように組まれている。

JUMPSに お いては,各 ステージが

次 のス テージに対 して処理 すべ き情 報 を

作 り出 してい る。 しか しなが らあ らか じ

めユーザが シス テムに対 して処理 すべ き

情 報 を用意すれば,ど のス テージか らで

も実行 してい くことがで きる。 この処 理

の流れ を示 した ものが図1で ある。

図1JUMPSの システム
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已 準 化

デ ー タ ・ コ ー ドのJIS原 案作成

経営の合理化,事 務の合理化のため,行 政機関,地 方

自治体,産 業界では,多 種多様の情報処理にコンピュー

タの利用が進展しているが,こ のような動向のなかで標

準化問題は最 も重要な課題の1つ である。

わが国の標準化の中心機関である工業技術院および日

本規格協会では,デ ータコー ドのJIS原 案作成 を,昭

和45年度事業の一－eeとして当財団に委託してきた。

この,デ ータコー ドJIS原 案作成は,昨 年度の産業

コー ドJIS原 案につづいて,商 品コード,職 業コー ド,

設量単位コー ド,勘 定科目コー ドのJIS化 を進 めるも

ので,当 財団では,そ れぞれJIS原 案作成委員会を設

け審議を進めている。原案完成は本年3月 の予定。JIS

原案作成委員会構成はつぎのとおり。

長

員

員委

委

〃

"

"

"

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

商品コー ドJIS原 案作成委員会

安藤 馨

木村 忠夫

門田 英郎

矢野 一夫

後藤 信行

瀬倉 久男

小沢 暢夫

安井 達也

吹田 鼻

塚原 博

岡村 俊作

小川 亮

田部 雄三

吉見 一郎

田代 兼光

黒河亀千代

篠崎 敬

高橋 澄夫

富士通ファコム㈱

通商産業省企業局

行政管理庁行政管理局

行政管理庁行政管理局

東京大学

防衛庁

三菱商事㈱

大阪商船三井船舶㈱

㈱協栄計算センター

慶応義塾大学

日本国有鉄道

〃

富士通プアコム㈱

日本電信電話公社

通商産業省大臣官房

通商産業省工業技術院

(財)日本情報処理開発センター

(財)日本情報処理開発センター

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

職業 コー ドJIS原 案作成委員会

三潴 信邦

坂本 八郎

上野 滋

門田 英郎

矢野 一夫

長谷川寿彦

満島 章

立川 治雄

水谷耕一郎

畔上 和也

平田 実

田中 良知

黒河亀千代

篠崎 敬

高橋 澄夫

東京教育大学

総理府統計局

労働省職業安定局

行政管理庁行政管理局

行政管理庁行政管理局

日本電信電話公社

(社)経済団体連合会

東京都庁

(社)国銀行協会連合会

(社)日本新聞協会

㈱電通

千代田生命保険相互会社

通商産業省工業技術院

(財)日本情報処理開発センター

(財)日本情報処理開発センター

計量単位コー ドJIS原 案作成委員会

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

海宝 顕

古閑 俊彦

小泉袈裟勝

矢田 光治

上田陸奥夫

船崎 武男

岡村 俊作

小川 亮

津田 宏明

矢島 敬二

松永 一雄

黒河亀千代

篠崎 敬

高橋 澄夫

日本IBM㈱

通商産業省重工業局

工業技術院計量研究所

工業技術院電子技術総合研究所

社会保険庁

行政管理庁

日本国有鉄道

〃

日本電信電話公社

(財)日本科学技術研修所

(社)日本電子工業振興協会

通商産業省工業技術院

(財)日本情報処理開発センター

(財)日本情報処理開発センター
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勘定科 目コー ドJIS原 案作成委員会

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

日下部与市 早稲田大学

北山 昌寛 通商産業省公益事業局

高木清三郎 大蔵省証券局

赤池 仁 国税庁東京国税局

黒木 学 法務省民事局

石月 昭二 運輸省大臣官房

檜垣 五郎 建設省計画局

吹田 昇 ㈱協栄計算センター

居林 次雄(社)経 済団体連合会

〃 加々見 正

〃 柴崎純之助

〃 村山徳五郎

〃 加藤 景

〃 宮垣 安男

〃 若杉 明

〃 水内 清

〃 岡田 充

〃 田部 雄三

〃 黒河亀千代

〃 篠崎 敬

〃 高橋 澄夫

全国ユーザ国体連合会

(社)国銀行協会連合会

Ei本公認会計士協会

日産自動車株式会社

丸紅飯田㈱

横浜国立大学

日本電信電話公社

東レ㈱

富士通ファコム㈱

通商産業省工業技術院

(財)日本情報処理開発センター

(財)日本情報処理開発センター

●
情報 処 理 ニ ュー スか ら

米 国 の ソ フ トウ ェ ア業,サ ー ビ ス業

'71年 は 明 るい 見 通 し

経済 不況下 にある米 国1のソフ トウ ェア業の,1970年 の

売上 げは20%伸 び,予 想 では5億3,500万 ドル(1,926

億 円)に 達す る もの と見積 られ てい る。 この成長率は,

コ ンピューータ業界全 体の平均 成長率17%よ り も良 く,一

見 したと ころ,別 に悪 い ところはない。 しか し,1969年

の65%と い う成長 率か らは,ぐ ん と落 ちていて,関 係者

のほ とん どが,こ れを不吉 な ことと見 てい る。 繁栄 は依

然 として変 りはないが,と にか く不景気 の打撃 を受 けた

わけであ る。

1970年 お よびそれ以降 に対 して,IBMが 価 格分離 を

発 表 した ことか ら,ソ フ トウェア企業 は,今 年 の売上げ

が ぐん と伸 び るものと予想 していたが)経 済不況の あお

りで,こ の予想 も狂 った。 これは多 くのユ ーザ ーが,専

有 ソフ トウェア ・パ ッケージについて も,請 負い プログ

ラ ミングについて も,内 部開発に主力 をお き外部 への発

注 をお さえtか らで ある。調 査会社IDCは1971年 に対

しては よ り明 るい見通 しを立 ててお り,ソ フ トウェアの

売上げは,25%～30%伸 び るもの と見積 ってい る。

ソフ トウェアと親密な関係 にあるのが,サ ー ビス ・ビ

ュー ロー ・ビジネスで ある。 この ビジネスは,総 合 的に

見 ると,コ ンピュータ業界の動 きに平 行 して,約17%ア

ップし,1970年 の 売上げは10億 ドル(3,600億 円)を 超

えてい る。

バ ッチ ・サービスは,1970年 に は経済 不況 によって伸

び悩み,た っi10%伸 び て8億2,500万 ドル(2,970億

円)に 達 した だけである。 リモー ト・バ ッチ ・ビジネス

は,6,000万 ドル(21億6,000万 円)か ら9,000万 ドル

(32億4,000万 円)に 達 して,50%と い う大 きな伸 びを

示 した。RAIR(remoteaccess/immediatresponse)

サ ー ビスは,40%伸 び て,1億6,500万 ドル(594億 円)

に達 する もよ うであ る。 しか も,こ のビジネスは この割

合 で成長が続 くもの と予想 され ている。IDCで は1974

年 ま でに,RAIRサ ー ビスは6億 ドル(2160億 円)台 に

達す る もの と見てい る。また,最 近の調査に よると,ユ

ーザー一.は1971年 の デー タ処理予算 を
,か な り増加 す る計

画で ある。全体 的に言えば,IDCは,コ ンピ ュ・一夕羨
し

置の メー カーは1971年 に15%～17%の 収 益増加 を,ま た

ソフ トウェアおよびサー ビスを提供 している企業 は,23

%～25%の 伸 びを示す もの と期待 して いる。

(EDPIndustryReport'70年12月15日 付 より)
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資 料

デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・ソ フ ト ウ ェ ア

本稿は,当 財団が米国ディボル トグループに委託し

て調査した 「米国におけるソフ トウエア産業の実態」

報告書の抜粋である。

データ ・マネジメン ト・ソフ トウ ェアは,ソ フ トウ ェ

ア分野 においてかな り最近 にな って開発 され た ものであ

る。 この種 の ソフ トウェアは,ほ とん どコンピュータ ・

メーカーの注 目をひかなか った とい うのは,高 度 な第3

世 代 の コンピュー タの出現 とと もに,は じめてデ ータ ・

マネジメン ト機能に関心 を もって きたにす ぎないか らで

あ る。 データ ・マネジメン ト・システムの大 半は,当 初

コン ピュータの設計 が不向 きだった特殊 アプ リケFシ ョ

ン用 に開発 された ものであ る。

最近,こ うい った ソフ トウ ェア分野 でご く一般的 なセ

グ メン トとしては,フ ァイル ・マネジメン ト(デ ータ指

向型)と 情報 検索 システム とがあげ られ る。

メーカー提供 の ソフ トウェアが,数 的操作 よ りもむし

ろ ワー ド操 作に関す る機能面 で,不 適当であ った り,ま

た欠 けていた りす る傾向があ るので大規模かつ多量にわ

た るフ ァイル ・マネ ジメン トや情報検索 システ ムとい う

ものが,独 立 ソフ トウ ェア開発業者の手で新 しい特性 を

必要 とす るアプ リケーシ ョンの中 か ら,開 発 され,そ れ

が現在提供 されてい るとい うことは,別 に驚 くべ きこと

ではない。

これ らの シス テムは,以 下 に述べ るとお りで ある。

・専門委員 もし くは専門以外 の委 員を とわず,コ ン ピュ

ータ ・フ ァイルか ら情報 を検索 で きるよ うな情報検索

シス テム,あ るいはデ ータ ・ベース指 向型 システ ム。

・重要 なレポーテ ィング機能 の他に,フ ァイル操作,更

新,な らびにメンテナンス機能 を提供 で きるデータ指

向 システム中心型 パ ッケPジ 。

・処理 を含 めて独立 した機能 としての デ"タ ・べ ・・スの

組織構成を扱 う自己内蔵型システム。

1.情 報 検索システム

情報検索(IR)は,膨 大な量のデータを蓄積 し,分

類 し,資 料一覧表に整理し,あ るいは特定のデータを摘

出したり,全 部のデータ ・ベースか ら必要な情報を取 り

出し表示す る等の技術及びそれ らの過程全体 と定義づけ

られるであろう。しかし情報検索システムは,フ ァイル

処理やデータ処理システムとは機能的に異なってお り,

必ずしも役者が持 っているようなファイル維持能力を備

えているとはいえない点に留意すべ きである。

情報検索の概念は決 して新 しい ものではな く,図 書の

索引,図 書館のカタログおよび文献 とか資料の要約整理

システムが,IR技 術の例 として考えられるが,コ ンピ

ュ・一・・タによる情報検索は,1950年 代後半にはじめてその

地歩を築 きはじめ,こ れによって応用面での可能性が拡

大し,膨 大な研究書類が初期の大型コンピュータの出現

とともに登場したことと歩調を合せている。現在まで完

全に全プロセスを統轄するIRシ ステムは開発されてい

るし,部 分的においても効果的で,高 度に専門化 された

いくつかが達成 されているが,特 にその中でも書類提示

システムや理工学関係の情報 システムではみるべ きもの

が多い。

情報検索システムを作成する上での問題点下記の3項

に分類で きるだろう。

ω 特定の照会(イ ンクワイア リ)に おけるデータの

選択に関する問題。たとえば入力装置にデータをイ

ンプットするための関連性の深い重要なデータある

いは記録書類を選択すること。

(2}索 引作製に関する問題。つま り1ン デックスラン

ゲージの使用が,厳 密にデータを反映 させ,そ のシ

ステムから検索されるデータの高度の関連性を産み
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出す。

(3)応 答時間が指数関数的に情報検索 システムの経費

を増加 させ,そ して長い応答時間がそのシステムの

価値を著 しく減少 させ る事実に着目し,こ の応答時

間の経済性を解決すべ き問題。特に利用者にとって

は,手 操作システムで経験 した遅延時間を短縮す る

ためにコンピュータで構成 したシステムを頼 りにし

ているだけに重要な問題 と考えられ る。

最 も効率的でかつ実用的な検索システムは,そ れ自身

常に資料 ・書類を最新の状態に維持することがで きる自

動制御システムであろ う。

このような柔軟性を備えていないならば,IRシ ステ

ムは操作が重要な位置を占める部位で余 りに も制約を持

ちす ぎていることが判明しよう。

最近独 自のソフ トウェア産業により製作 されたIR

のソフトウェア ・パ ッケージの 一 例 に,Consolidated

AnalysisCenters社 が,商 務省の経済開発局 より注文

を受けて設計製作したQUICKQWERYシ ステムがあ

げられる。同局は,レ ポー トの型式 とデータの性格によ

り変化する広範囲なまた持続的な報告業務を擁 していた

ため,こ の発注に踏みきった もので,コ ンピュータ操作

に全 く経験のない人々がその大部分を占める数百人のメ

ンバーが これ らのレポー トの作製に投入された。

QUICKQWERYの 設計原理に影響を与えた4つ の

必要条件

ω まず基本的にプログラマーを必要 としないで使用

され得ることで,利 用者にとって利用法の簡易なこ

とは第一に考慮されるべ き点である。しかし,利 用

の平易なことは様々な意味を持ってお りこの場合,

まず第一に包括的性格を持つ ものとして企図 された

QUICKQWERYが,現 状を打開するに時間を得

て利用されるよう相対的に平易でなければな らなか

ったとい う背景 も含まれている。

② 設計原則の2番 目のポイントは,機 械 の 独 立 性

に対する要望であった。 したがって,こ のQUICK

QWERYはFORTRANお よびSIMSCRIPTの

両 ランゲージによって書かれ,ど ちらの機械語への

変換機能を持 っていたとしても,そ のコンピュータ

・システムで利用 しうるようになっている。勿論 こ

れは事実 上,最 新 型のコ ンピュー タの全部 を網羅す

ることを意味 し,き らに コン ピュータ ・シス テムに

内蔵 されるハー ドウェアの機種 の違 いに関連す るフ

ァイルの記号体系,デ ータ編成等の様 々な問題 も克

服 している。 しか しなが ら,FORTRANが 連続 的

な効率性 の面 で最 も適 したプログラム ・ランゲ ージ

でないこと もあって,こ のパ ッケージは プログラム

効果 の点 で一定の犠牲 を払 って達成せ ざ る を 得 な

い。

(3)第3番 目の ポイ ン トは,機 械 の独立性 と密接 な関

係 を持 ったフ ァクター,す なわ ち翻訳操 作に関連 し

た ものであ る。翻訳の モー ドは プログラムの機能 を

直接的に発揮 させ て,計 算 機言語に変換す る段 階 を

必要 としない よ うにす る。 したが って,こ の場合,

機 械の効果は減少す ると同時に,運 行 時間は増加 す

る。 しか し,非 常に多 くの場合,小 規模の プログラ

ムを直接,入 力装置か らイ ンプッ トし働かせ る能力

を持 たせ るには,ご く僅かの経 費が必要 とされ るだ

けであ る。

(4)最 後 に注 目すべ き点 は,製 作者 のConsolidated

AnalysisCenters社 が,QUICKQWERYの 詳 細

をユ ーザ ーか ら隠 そ うとは決 してなか った事実 で,

し たが って,そ のパ ッケー ジを利用者達 は各 々修正

し利 用価値 を高 め ることが で きたのであ る。 ユーザ

ーは,ソ ース ・プ ログ ラム ・デ ック,オ ブジ ェク ト

・プログラム ・デ ックそして体系化 され た全 ドキュ

メンテー シ 。ンを提供 され てい る。利用者 に よって

規定 され る数 々の機能 は,そ の ランゲー ジの一部分

として取 り扱 われ てお り,ユ ーザーは 自身の判断 に

よって 自由にそのパ ッケージの どの部分 を も削除 し

た り,転 換 した り,附 加 させ ることがで きる。勿論

この ことは,ユ ーザ ーが一度そのCASシ ス テムを
ト

変更すると,そ のシステムの維持に責任を持つよう

になるため,完 全に優利な点 と言い切ることはで き

ない。

QUICKQWERY次 のような限界性を持っているこ

とに留意すべ きである。

・QUICKQWERYは,今 以上に一般的な用途を意図

したプログラム技術に対する必要性を考慮に入れてい
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ない。

・複雑な計算や難解な決定ル ールのた めに用 い られ るプ

ログラムが,今 後開発 されねばな らない。

・処理 プログラムとソフ トウェアの両面 で
,変 更 お よび

改善が必要 とされてい る。

・QUICKQWERYの デ ータ ・フ ァイル を準備 し,維

持管理 す るためには,専 門的 なプログラ ミングが不可

欠 であ る。

・オブジ ェク ト・プログ ラムの効率が現在的にはいまだ

低 い。

QUICKQWERYは 現 在,様 々な コンピュー タ ・シ

ステムに利用 され ることを想定 し,レ ンタル,購 入 のい

ずれ で も使用可能な形 で提供 されていて,そ の基本料金

は約3万 ドル(1,080万 円)で あ る。現在求 め られてい る

最小の記憶 容量は13fi1,000バ イ トであ るが,Consoli-

datedAnalysisCenters社 は よ り小規模 な コンピュー

タ ・シス テム用 を開発中であ る。

2.デ ー タを媒 体 とす る ソフ トウ ェア

デ ータを媒 体 としシステムに従属 しているソフ トウ ェ

アは,そ の重要 な レポー ト作成能力 に加 えて,フ ァイル

の操作,最 新化,維 持等 の処理 を扱 っている。 これ らの

システムの 目的 は,特 定 の応用 とは関係 な くデータを制

御 し処理 す ることであ る。

デー タを基軸 としたシステムは,下 記 に示 すよ うな4

つ の機能 を果 す。

ω 第一 に挙 げ られ る機能 は,マ スター ・フ ァイル と ト

ランザ クシ 。ンファイルの両方 を創出 し,読 出 しそし

て維持す ることであ る。 さらに,そ の機能 は,利 用者

の組織 体が必要 とす る情報 ファイルの圧倒的大多数 を

カバ ーす るに充分な一般 性を持 ってい るフ ォーマ ッテ

ィング方式 を指定す るはずであ る。 さらに この機能が

規定す ることは,そ のデ ータが コンピュータ ・システ

ムの標準的 な諸装置の どれに も,あ るいは全 てに も生

か し得 ることで ある。また ファイル体系方式の標準型

と特殊型の双方 もし くは一方 を利用 す るよ うに な ろ

う。 これ らの方式は コンピュー タ産業 によ り提供 され

ているし,本 質的に そのハ ー ドウェアに固有な もので

あ る。

②2番 目の機 能は,そ の統轄 の下で データお よび プロ

グラムを コン トロール し組織化 す る適切 なモニターの

機能 に一歩近 づけ ることであ る。 それ らのシステ ムが

結合 されてい るコンピュー タの操作機構 に含 まれ るフ

ァイル処理 システムは,し たが ってその よ うな能力 を

組 み込ん だ もの とされ るであろ う。

(3)次 に遂行 され るべ き機 能 として,選 択,抽 出,分

類,再 調査等 の作業 を通過す る中 で実行 され るサブ ・

フ ァイル の作製が ある。少な くとも,レ ポー ト作成業

務上の概 略総数 を発展 させ る計算面 での能力 を,一 定

程度期待 して も良いだ ろ う。

(4)こ れ らの シス テムの機能 の第4番 目に あ げ 得 る の

は,ユ ーザ ーの仕 様明細書 に従 って フ ォーマ ッテ ィン

グお よび印字 として,ア ウ トプ ッ ト・レポFト につい

てであ る。 この分野 にシステムを反 映 させるが故 に,

大 部分 の ファイル ・システ ムは,か な りの能力 を必要

としてい る。 したが って,こ れ らシステムは,広 範 囲

にわた る記号体系 を提供 してい るし,あ らゆる種類 の

特殊 なあるい は既 に印字 されている形の プログ ラムを

利用 し得 る能力や,レ ポー ト・デザイ ナーに とって不

可欠な柔軟性 を も生み出 してい る。 これ らに加 えて,

印 字 され たレポー トや書類 をよ り有益かつ魅力的な も

のにす るため多 くの美的感覚に焦点 を当てた細 目 も用

意 されてい る。

データ指向型の ソフ トウェアの好例は,MARKIVフ

ァイル処理 シス テムで,こ れはIBMシ ス テム360の た

めにInformatics社 が研 究開発 した多 目的のデータ処

理 シス テムである。このMARKIVはQUICKQWERY

の よ うなイ ンクワイ ア リを基軸 とした システム とは異 な

る特徴 を持 ち,別 な面 での潜在的なユ ーザーを想定 し得

る性格 を持 ってい る。ま た経営管理の典型的 な情況 およ

び問題 を処理す るこ とを企図 し開発 された ものであ るた

め,IBM360機 種 を中心にあつ らえた ものであ り,標

準的な システム360の ソ フ トウェア ともインターフ ェイ

ス され る。

MARKIVに よ って実行 され る主要 な機能 を整理す る

と

・入力 デ一夕の読込み

・ファイル作製
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・フ ァイル の最新情報化

・ア ップデイ ト,処 理操作,出 力等 のための マスター ・

フ ァイル および トランザ クシ ョン ・フ ァイル を読出す

こと。

・フ ァイルか らの レコー ドの選択

・選 択 され た記 録か らデ ータを抽出す る事
。

・出力 ,最 新 フ ァイル,後 続 の計算等 で使用 す るための

見 積 り

・分 類,配 列化,グ ループ化 を通 しての出力 の調整

・レポー トの準備

・新 しいフ ァ・fルの作製

MARKIVの 処 理操作 は次 の3つ のシステム概念に基

づいてな され る。

ω 最初の シス テム概 念は,構 造化 され たフ ォームの使

用 である。 その基本的な フ ォームである 「情報要求」

は,そ の要求に規定 されたパ ラメータに従 って,根 本

的な フ ァイル維 持処 理お よび レポー トの準備 を開始す

ることになろ う。 さらに,複 雑 な リクエス トは,そ れ

以上の フ ォームを必要 とし,そ の結果基 本的な フォー

ムで提供 された機能 は拡張 され,マ ス ターお よびその

他 のフ ァイルか らデータを処理す ることが 可 能 と な

る。

② 第2の システム概念は,関 連 を持 った トランザクシ

ョン ・データと遭遇 した時,常 に元の データを最新化

す ることであ る。 どの固定 フ ァイル,ま た どのCOB

OLフ ァイル も,他 の種 々様 々なフ ァイル と全 く同様

に その内容を規定 され得 る。定義 づけ られ る トランザ

クシ ョンの記号体系 の総数に は制限は ない。 フ ァイル

処理機 能を遂行す るに際 して利 用者 はその ファイル名

を表示 し,次 に ラン ・コン トロール ・フ ォームの適当

な位置 で 「FM」 に記号化 す る。

{3)第3の 概念 は,い わゆ る 「事 実上の不 参加 」操 作に

関連す るもので意味す るところは,通 常の利用条利 に

はそれ ぞれ 固有の多 くのすでに選択 されてい る操作 モ

ー ドが存在 してい るとい う事 であ る。例 えばユーザー

が様 々なフ ォームを基 礎 として,選 択すべ きシステム

を指定 しなか った場合,事 実上 の仕事 の引 き受 けはそ

の シス テム内部でな され,オ ペレーシ ョンは,そ の引

渡 しに従 って実施 され る。つ ま り,一 つの ファ・fル中

の全記録 について レポー トを作成す るた めに,利 用者

は全 ての選択基準の空 白を残 してお くだ けですむわけ

である。

大 きな組織体でのMARKIVの 現 実的利用例 は,以 下

順次述べ てい くが,こ の特殊 なケ ースにおいて その組織

体 は,広 範囲にお よぶ コンピュ・一クの導入 と膨 大な量 の

フ ァ・fルを持 ってい ることが考え られ る。MARKIVは

当 初小規模の ファイル処 理 システ ムとして,そ の利用者

あ るいは コンピュータ ・メー カーに よ り開発 された もの

を追 い越 した著 しい進展 をみせた もの として評価 された

が,現 在 的にはその組織体 はすでにフ ァイル維持技術 と

してMARKIVを 利 用 す ることには重要 な意味 を置 いて

い ない。 その企業 の根本的 な情報処理 ロー ドは,莫 大な

データ ・フ ァイルを擁 しているため,そ のパ ッケー ジは

影 響力 をたいして持 っていない事態に たち至 ってい る。

その代 りに,初 期の要望 としてあ ったのはMARKIVが

小 さな前の課題 を処 理す ることに加えて,イ ンクワイア

リ言語 として役 割を果 す ことであ った。

この システムがその機構 の最初 に して顕著 な努力 を払

われ た理 由は,デ ータ処理要 員を含 む ことな しで当の コ

ン ピュータ ・システムを他の部門 によ り密接に結合が追

求 きれて きたか らであ る。 これ らの部門にMARKIVは

広 汎な関心 を巻 き起 したが,イ ンクワイ ア リ ・シス テム

としてのMARKIVの 価値 を評 価す るにはまだその時期

に至 っていない。 したが って利用者 に とって,MARK

IVは 最 初 の実験的段階 の もの としての印象 を受 けてい る

が,将 来的 には,イ ンク ワイア リ性能 と,細 分化 された

コンピュータ ・システムへ のデータの直接的 アクセス等

の要求に よ りこの効果性は高ま って行 くに違 いない。現

在利 用 してい る人達は,MARKIVは,こ の種 の技術 を

開拓 してい きつつあ るため,最 も可能性 に満 ちた伸展 を

示 してい ると言 ってい る。MARKIVを 客 観的に分析 し

た結果,こ の企業 の技術経営陣は,MARKIVを フ ァイ

ル処理 システムとして,中 規模 のデータ ・ベ ースを擁 し

てい る会社の全てに強 く推 薦す ることに何 らやぶ きかで

ない と声明 を出 した。

MARKIVは 現 在,第 一・一一期 の導入用 として基本購入価

格3万5,000ド ル(1億2,600万 円)で 市販 さそている。

また購入 の選択権 を保留 した形 で,3月,6月,12月 を
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基礎単位期間としリースされてもいる。この価格には,

テープまたはディスクを利用 したそのシステム自体のみ

な らず,操 作手順書,表 現形式,初 期の トレーニングを

導入,シ ステム工学の援助と設備投資を も含んでいる。

また全てのシステム維持保管はそれに含まれていて,特

別な手数料は不要である。

3.一 切完 備 した システ ム

全 過程 が完成 してい るシス テムは,現 在,デ ータ処理

とい う唯 一の基 本概 念に限定 され る。 と同時に この概念

は,デ ータの組織化 と処 理操作へ の胎動 を暗示 しデー タ

・処理の近代 的な発 想で もあ る。近代 的なデー タ処理 シ

ス テムは,そ のデー タ ・ベースの構造 をア クセス方式 と

は別の独 立 した機能 とみな されている。

データ処 理 システ ムの初 の発達 過程 ではデー タは プロ

グラムの構 成要素 として欠 くことので きない もの として

結合 させ られてい た。 この結 果,シ ス テム設計 が固定化

し,デ ータの記 憶 とプログラ ミングの努力 が重複す る恰

好 とな った。最近の見解 では,デ ータは活用 プログラム

と切 り離 して考 え られて お り,も はや プログラムは,特

定 のデータに直接結合 されね ばな らない必要性 を脱 皮 し

てしまって いる。 この よ うに記憶 媒体の中に貯 えられた

データは,使 用 ・ス ペースの双方に特有の語で,効 率的

に組織化 され得 るの である。

成功裡 にコン トロール を遂行す るために,デ ータ処理

システムは下記 の項 目が注意 されね ばな らない。

・デー タを規定す る方法 とデータ ・ベ ース 内の データ ・

セッ ト相互 の関連性。 あるシス テムは,そ れが遭遇す

るどの よ うな種類 のプ ログ ラムに も,そ の データを関

連 づ ける能 力 を持たねばな らない。

・データとデータの境界 を定 め,照 合 す るシステムの一

覧表や索引の部分 との双方 を処 理す る一連 の プログラ

ム。 いついかな る場合 で も,こ れ らの表や索 引は,厳

密に その デー タ ・ベ ースに含 まれてい るデータ同志 の

境界が定 められ,常 に その データ ・ベ ースは根 拠のあ

る最新の情報 を含 ん でい る必要性が ある。

・システムの構 成要素間 のコ ミュニケーシ ョンを遂行す

る ランゲ ージ。 データ処理 システムは,デ ータを維持

保管 しユーザ ーの プログラム と一致 してそれ を検索 で

きるよ うにす るため正 確に指令 され る もの で あ る こ

と。

この よ うな シス テムは,有 効にかつ経済性の点 で も有

利 に活用 で きるよ うにす るためには,次 の よ うな特 徴 を

備 えねばな らない。

・システ ムの利 用者 の範 囲は広大で,か つ各 々の経験 と

知識 の程 度 も当然 種々雑多に異な った ものであ ろ う。

従 って利 用の便利 さがまず不可欠 とされ る。

・使用 と変 更 ,修 正 の両者か ら重要 とされ る融通性。大

規 模な シス テムは,利 用法 で も構造において もダ・fナ

ミックであ るた め,こ の性格は極 めて重要 な 点 で あ

る。

・必要 とす る全 装置の中で,適 当な応答 時間 を得 られ る

こと。

・現実に実 施に移 し,使 用す る際の経済性。

現在使用 されてい るデータ ・マネ ジメン ト・シス テム

は,連 結能力 と索引能力 との一方又は双方 を発揮 し得

る性能 を持 ってい る。前者の リンケ ージ能力 とは,情

報の冗長度 を最低限にお さえ るた め,関 連のあ るデ1

タ を結合す る技法であ る。 また後者は,デ ータの全体

を照合せずに,よ り大 きなデ ータ ・セ ッ トのサ ブ ・セ

ッ トに アクセス させ る技術であ る。概 して この両性能

は,ユ ーザ ーに よって よって書かれた プログラム用の

みな らず,シ ス テムそれ 自体の一部 であるプログラム

のために も,本 来備 え られ るべ きものであ る。ユ ーザ

ー ・プログラムは,そ の シス テムの もとで行なわれ る

利 用法の性格お よび,シ ステム自身が固有に持つ制約

この2点 に のみ限定 され る。一方,シ ス テム ・プログ

ラムは次に述べ る3つ の基本的な分野 を含 んでい る。

・データ ・マニ ピュレーシ ョン

これはそのシステム内のあ らゆ るレベルのデ ータ ・

セ ッ トに関 する附加,置 換,修 正,読 出 し,最 新 情報

化等 の機能 を包括 しててい る。

・構造的 な維持管理

プ ログ ラムは,そ の システ ムの持つ一覧 表な らびに

索 引の全 てを自動的に維持す る能力を提供 す る必要が

あ る。 システムそれ 自体は,デ ータ ・ベースを附加,

削 除 または修正す るに必要な プログラムを自動的に呼

び込 む ことが可能 でなけれ ばな らない。
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・プログラム ・コン トロール

この領域は,「 オペレーテ ィング ・システム」の表

題の もとに一緒に扱われ るの を旨 とす る広範囲な プロ

グラム ・セ ッ トを含 ん でい る。

一切完備 したシス テムは
,ソ フ トウ ェア開発 として,

全 部 で3つ のサ ブセ ッ トを擁 していて,そ れ らは,オ

ペ レーティング ・シス テム,プ ログラム言語,デ ータ

処理能力 であ る。 さらに,シ ス テムは これ ら3要 素 を

1つ の組織体 に統合 しよ うとす るが ために,普 通 はユ

ーザーの条件をなかなか満たす形にな らず,ま た経費

がかか り,時 にはごく熟練したユーザーだけにその利

用 を限定してしま うこともある。データ処理パッケー

ジの開発には現在,多 大の関心が払われているが,現

実には開発コス ト,潜 在的にユーザーとな り得 る部分

に負担 としてかかる多 くのシステム変更,さ らに新 し

いシステムを実施に移 してきた歴史が必ず しも成功裡

に終 ったものばか りでない事実等が障害 となりうる。

■

近刊報告書ご案内

経 営 情 報 調 査 報 告 書(幻

〔主な内容〕

○ 総合商社における経営情報調査

食品流通 と総合商社

食品コンビナー ト形成へのアプローチ

食品コンビナー ト形成のプラニング

○ 機械工業における経営情報調査

機械工業の特色

機械工業における情報の特質

プラニングと経営情報

オペレーショナル情報管理

(44-RO12)164頁

○ 鉄鋼業における経営情報調査

営業情報システム

生産工程管理システム

経営情報システムの事例研究 (44-SOO9)73頁

〔主な内容〕

○ 事務システムの問題点 と改善点

訂正や修正の多い機械化しに くい事務手続

チャー トの統一 と仕事の流れの円滑化

書類の流れに締切時間を設定

OMIS確 立のための方策

システムの目的の設定

設計上の基本方針

システム設計上の問題点

個々の問題点

システム設計の方向づけ

方向づけの基礎

機能の分割

各サブ ・システムの概要

コンピュータ ・システム'

○ 繊維卸問屋に於けるサブシステム

仕入管理システム

売上管理システム

加工管理システム

在庫管理 システム

資金管理システム
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〔役員の任免〕

昭和45年9月21日 付当財団理事川上正光氏((社)電 子

通信学会会長)お よび竹内彦太郎氏(国 際電信電話(株)

常務取締役)の 理事辞任に伴ない,同 日付後任理事として

清宮博氏((社)電 子通信学会会長)お よび新川浩氏(国

際電信電話㈱常務取締役)が 主務大臣の承認を得,就 任

された。

〔日本万国博覧会における情 報 処 理 システムの運営終

了〕

当財団は,昭 和42年度 より日本刀国博覧会の運営業務

をサポー トする第2情 報処理システムの開発を行ない昭

和45年2月 をもってこのシステムの開発を完了 した。 こ

れに引き続 き3月1日 以降万博協会本部 ビル別館に分室

を設け当財団職員を派遣 し,前 記開発システムに基づい

てその運営に当って来たが,9月30日 付を もって業務を

完了した。

第2情 報処理システムの内容は次のとお りである。

大システ・名1中 シ ス ・ ・ 名

各種出展ファイルと
各種出展ファイルシステム

統計資料作成システ 保険資料 ファイルシステム

ム 貨物搬出入統計資料作成システム

団体入場者予約管理システム

協会職員人事ファイル給与計算シス
ム

職員資料ファイルと 臨時従業員人事ファイル給与計算シ

給与計算システム
ス テ ム

貸与物品ファイルシステム

入場許可証発行台帳作成システム

資産ファイル作成シ
ステム 資産ファイルシステム

営業賦課金計算シス
テム 営業賦課金計算システム

入場料金収入計算システム

団体バス駐車場料金収入計算システ

各種収入部門別計算
ム

シ ス テ ム
一般駐車場,美 術館,電 気 自動車収
入計算システム

催物収入計算システム
エキスポランド収入計算システム

収入計算包括システム

〔日本万国博覧会協会よ り表彰さる〕

昭和45年3月11日 付日本万国博覧会協会長石坂泰三氏

から日本万国博覧会の会場建設事業の推進に格段の努力

とその完成に貢献したこと に つ い て当財団が表彰され

た。

〔防衛庁陸上幕僚長より表彰さる〕

昭和45年11月12日 付陸上幕僚長衣笠駿雄氏か ら昭和37

年以来電子計算機上級技術者(昭 和37年 ～昭和41年 度ま

では,(社)日 本電子工業振興協会において養成)の 養

成に多大の尽力をしたことにより当財団が表彰 された。

〔FJCCに 当財団職員派遺〕

1970年 のFJCC(秋 季コンピュータ合同会議)が 昨

年11月17～19日(3日 間)米 国,ヒ ューストン(テ キサ

ス州)で 開催され世界各国より約4万 人が参加しt。 当

財団では甲賀将之(研 究課課長)山 鳥雄嗣(調査課主任)

の二名を派遣した。

〔3周 年記念懇親会〕

当財団は昨年12月20日 をもって創立3周 年を迎え,機

械振興会館に役職員およびその家族多数を招き記念式典

にひきつづき懇親し盛会裡に終了しナこ。

〔人事異動〕

◎昭和45年10月15日 付技術部付主任部員小関重美が情

報処理振興事業協会へ出向。

◎昭和45年11月30日 付日本万国博覧会協会へ出向中の

宇野彰記および連山宣弘は出向期間満了し,同 年12月1

日付前者は,開 発本部付主任部員,お よび後者は,開 発

本部システム課主任を命ぜ られた。
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最近 の報告書発行 ご案 内

デー タコー ド標準 化体系調 ∧報;1パ

技 術情 報の機械検索 についての現状

特 許情 報管理 に関 する調 査

ソフ トウエアの体系 付けと内外アプ リ1アー シ ョン

プuグ ラノ・登録制 度の現状 と ノト後の課題

産 業における情報化の進展 とその 問題点

CAI技 術 の動向

フ ァク トリトリーノS'ル1こ1莫1一する∫1巨、}命1]勺ヒ劣く

特許情 報機械 検索 システ人0)開 発研究

中堅企業のMIS構 造

図形表示用プ ログ シムの基 礎研究

ll【堅機械工 業における生産 管理 システノ・・モデル

統 計解析川 ゴ測 モデルJUMPS

遠 隔 情報処理 システムの研究 開発

繊維 業におけるアプ リケーシ.・ン ・システノ・

情 報処 理関係 海外 文献抄 訳集(12分 冊)

経営情 報システ ムの1拝例研究

経営情 報調 査報1「川:11

分 類 ～搾 り・ 頒 布fllli格(・ 般)

44--ROO31,600

44・ROO41,500

44・ROO5900

44.・・ROO61、100

44ROO71、100

44.ROO8900

44--ROO92,500

44-SOO11、400

44--SOO21,200

44.-SOO31,400

44SOO41,400

44-SOO51、700

44-一－SOO61,300

44SOO71,100

44--SOO8L200

各 冊800～1,200

44SOO9

44--RO12

900

1,100

賛 助 会u

1,300

1,200

700

900

900

700

2,000

1,100

900

1,!00

L100

1,400

1,000

900

1,000

700

900

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合 は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団全般については

報告書等各種出版物の入手 については

当財団の事業内容については

各種調査の内容については

情報処理 シンポジウムの内容については

情報処理に関する各種標準化については

システムの調査i研究については

情報処理技術者の養成 については

情報処理に関するコンサルテ ィングについては

システムお よび プログラムの研究開発については・

糸念矛芳)'fl≦∬!1務言!艮(1ノ寸糸泉470)

糸谷務 周り～!:務1魏ミ(IJNJ糸}}～470)

総]劣)'flS全国川li'果(1ノ〕糸泉477)

総 務 部 調 査 課(内 線538)

総 務 部t調 査 課(内 彩λ538)

技 術 部 技 術 課(1内 線536)

」支61証)'flStVF三グヒ1}果(1ノこ」糸泉478)

技 術 部 教 育 課(内 鶏日475)

開 発 本 部 管 理1;果(内 糸泉527)

・・開 発 本 部 シ ス テ ム課 また は 開 発 課(内 線215)
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